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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次

国際会計基準

移行日 第９期 第10期 第11期

決算年月 2023年５月１日 2024年４月 2025年４月 2026年４月

売上収益 (百万円) ― 39,405 51,675 50,579

税引前当期利益 (百万円) ― 4,054 5,072 3,617

親会社の所有者に帰属する
当期利益

(百万円) ― 2,729 3,443 2,353

親会社の所有者に帰属する
当期包括利益

(百万円) ― 2,589 3,459 2,639

親会社の所有者に帰属する
持分

(百万円) 8,220 10,503 12,152 12,614

総資産額 (百万円) 18,375 21,268 23,068 24,091

１株当たり親会社所有者
帰属持分

(円) 582.96 724.34 875.86 1,012.71

基本的１株当たり当期利益 (円) ― 189.85 243.41 169.49

希薄化後１株当たり
当期利益

(円) ― 186.09 ― －

親会社所有者帰属持分比率 (％) 44.7 49.4 52.7 52.4

親会社所有者帰属持分
利益率

(％) ― 29.2 30.4 19.0

株価収益率 (倍) ― 17.71 11.67 7.55

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― 4,902 △341 1,625

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― △1,704 △1,037 △903

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) ― △1,533 △2,442 △917

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 9,663 11,327 7,506 7,311

従業員数
(名)

149 159 182 201

(ほか、平均臨時雇用人員) (37) (39) (33) (35)
 

(注) １．第10期より国際会計基準(以下「IFRS」という。)に基づいて連結財務諸表を作成しております。

２．従業員数は就業人員であり、従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員(契約社員及びアルバイト含む。)の年間

平均雇用人員であります。

３．当社は2024年６月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。第９期の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり親会社所有者帰属持分、基本的１株当たり当期利益及び希薄

化後１株当たり当期利益を算定しております。

４．第10期及び第11期の希薄化後１株当たり当期利益については、潜在株式が存在していないため記載しており

ません。
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回次

日本基準

第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 2022年４月 2023年４月 2024年４月 2025年４月

売上高 (百万円) 14,425 19,589 39,405 51,675

経常利益 (百万円) 1,233 2,108 3,668 4,576

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 760 1,567 2,282 2,770

包括利益 (百万円) 806 1,505 2,163 2,939

純資産額 (百万円) 2,788 8,167 10,031 11,261

総資産額 (百万円) 5,880 17,655 20,228 21,446

１株当たり純資産額 (円) 209.09 574.22 686.63 806.15

１株当たり当期純利益 (円) 58.94 120.55 158.77 195.85

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 56.41 116.25 155.63 ―

自己資本比率 (％) 46.1 45.9 49.2 52.2

自己資本利益率 (％) 33.1 29.0 25.3 26.2

株価収益率 (倍) 25.70 31.23 21.18 14.51

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 744 1,482 4,720 △517

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,605 △771 △1,704 △1,037

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,034 6,854 △1,350 △2,266

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 2,097 9,663 11,327 7,506

従業員数
(名)

66 149 159 182
〔外、平均臨時雇用人員〕 (5) (37) (39) (33)

 

(注) １．第10期の諸数値につきましては、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査を受けておりませ

ん。

２．第９期より、金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするた

め、第８期以前についても、百万円単位で表示しております。

３．従業員数は就業人員であり、従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員(契約社員及びアルバイト含む。)の年間

平均雇用人員であります。

４．第８期の純資産額及び１株当たり純資産額の大幅な増加は、新株式発行によるものです。

５．第８期の総資産額、現金及び現金同等物の期末残高及び従業員数並びに第９期の売上高の大幅な増加は、第

８期期末より株式会社ネットマーケティング(現株式会社All Ads)を連結していることによるものです。

６．第９期において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第８期の関連する主要な経営指標

等について、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

７．当社は2024年６月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。第７期の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当

たり当期純利益を算定しております。

８．第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期

決算年月 2022年４月 2023年４月 2024年４月 2025年４月 2026年４月

売上高 (百万円) 14,063 19,257 12,071 4,065 5,697

経常利益 (百万円) 1,275 2,027 1,792 2,133 3,330

当期純利益 (百万円) 844 1,580 1,227 1,935 3,280

資本金 (百万円) 403 2,340 2,635 2,635 2,635

発行済株式総数 (株) 3,240,400 3,525,568 3,663,568 14,654,272 14,654,272

純資産額 (百万円) 2,799 8,200 7,393 7,787 9,347

総資産額 (百万円) 5,792 14,698 11,481 14,797 16,805

１株当たり純資産額 (円) 215.95 581.49 509.89 561.26 750.41

１株当たり配当額
(１株当たり中間配当額)

(円)
― ― 56.00 36.00 55.00
(―) (―) (56.00) (18.00) (―)

１株当たり当期純利益 (円) 65.50 121.60 85.37 136.82 236.22

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 62.69 117.27 83.68 ― ―

自己資本比率 (％) 48.3 55.8 64.4 52.6 55.6

自己資本利益率 (％) 36.0 28.7 15.7 25.5 38.3

株価収益率 (倍) 23.13 30.96 39.39 20.76 5.42

配当性向 (％) ― ― 65.60 26.31 23.28

従業員数
〔外、平均臨時雇用人員〕

(名)
53 64 32 43 42
(5) (3) (2) (1) (1)

株主総利回り (％) 95.0 236.1 214.3 183.9 89.5
(比較指標：TOPIX) (％) (100.1) (108.4) (155.5) (155.1) (221.8)

最高株価 (円) 13,300 20,680
5,675

（23,450)
3,703 3,505

最低株価 (円) 4,315 5,130
3,063
(11,910)

2,161 1,218
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(注) １．第９期より、金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするた

め、第８期以前についても、百万円単位で表示しております。

２．当社には、持分法適用対象会社が存在しないため、持分法を適用した場合の投資利益については、記載して

おりません。

３．当社は2024年６月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。第７期の期首に当

該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当

たり当期純利益を算定しております。

４．第７期及び第８期の１株当たり配当額及び配当性向については、配当実績がないため記載しておりません。

５．第９期の１株当たり配当額56.00円は、創業８周年記念配当であります。

６．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員

(契約社員及びアルバイト含む。)の年間平均雇用人員であります。

７．従業員数が第９期において32名減少したのは、主として2023年11月１日付で当社を吸収分割会社とし、連結

子会社である株式会社ＭＡＶＥＬを吸収分割承継会社とする会社分割（吸収分割）を行ったことにより従業

員の異動があったためであります。

８．第７期及び第８期の比較指標としては、当社が配当を実施していないため、配当込みでないTOPIXを記載し

ております。第９期以降の比較指標としては、配当を実施しているため、配当込みのTOPIXを記載しており

ます。

９．最高株価及び最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所グロースにおけるものであり、それ以前は東

京証券取引所マザーズにおけるものであり、2024年７月16日より東京証券取引所プライム市場におけるもの

であります。

10．第８期の資本金、純資産額、総資産額及び１株当たり純資産額の大幅な増加は、新株式発行によるもので

す。

11．2024年６月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。第９期の株価については

株式分割による権利落ち後の最高株価および最低株価を記載しており、（　）内に株式分割前の最高株価お

よび最低株価を記載しております。

12．第９期において、2023年11月１日付で当社を吸収分割会社とし、連結子会社である株式会社ＭＡＶＥＬを吸

収分割承継会社とする会社分割（吸収分割）に伴い持株会社へ移行したため、同事業年度及び第９期以降に

係る主要な経営指標等が第８期に比べ、大きく変動しております。

13．第10期及び第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

14．2026年４月期の１株当たり配当額55円00銭は、2026年７月29日開催予定の定時株主総会の決議事項になって

おります。
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２ 【沿革】

当社グループの創業者である小嶋雄介は、2013年10月、株式会社まくびーインターナショナルに入社し、同社の

マーケティング部門において、広告コンサルティングサービスを提供しておりました。やがて同氏は、テクノロジー

を活用したデジタルマーケティングの需要がさらに高まると確信し、株式会社まくびーインターナショナルにおいて

代表取締役を務めていた松本将和(現：当社取締役会長)の助力を得て、2015年８月25日に当社を設立するに至りまし

た。

 
　　当社グループの変遷は、以下のとおりであります。

年月 概要

2015年８月 東京都渋谷区渋谷に株式会社Ｍａｃｂｅｅ　Ｐｌａｎｅｔを設立

2015年８月 データ解析プラットフォーム「ハニカム」をリリース

2017年11月 Ｗｅｂホスピタリティツール「Ｒｏｂｅｅ」をリリース

2018年12月 福岡県福岡市に営業活動拠点「福岡オフィス」を開設

2020年３月 東京証券取引所マザーズに株式を上場

2021年８月 株式会社Ａｌｐｈａの株式を取得し子会社化

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、マザーズ市場からグロース市場へ移行

2023年３月 株式会社ネットマーケティングの株式を取得し子会社化（現株式会社All Ads　現連結子会社）

2023年11月 持株会社体制に移行し、株式会社ＭＡＶＥＬ(現連結子会社)へ事業を承継

2023年11月 株式会社ＭＡＶＥＬが株式会社Ａｌｐｈａを吸収合併

2024年５月 株式会社ＰＲクラウドテックを完全子会社化

2024年７月 東京証券取引所のプライム市場へ上場（市場区分変更）

2025年５月 株式会社ＭＯＪＡを完全子会社化
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３ 【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、「革新的なマーケティングにより、世界を牽引する企業になる。」

というビジョンのもと、ＬＴⅤ※１マーケティングを軸に、成果報酬型マーケティング市場において事業展開を行っ

ております。

 
当社グループは、主にインターネットを活用した販売促進、集客、知名度向上を目指す企業に対して、データ解析

プラットフォームやＷｅｂホスピタリティツールを用いて、「ＬＴⅤを予測し、ＲＯＩ※２の最適化を実現する」た

め、マーケティングの課題解決を行っております。

　具体的には、データ解析プラットフォームを用いてＬＴＶ予測を行い、新規ユーザー（消費者）獲得支援を成果報

酬型で提供しております。複数のメディアにまたがって出稿しているＷｅｂ広告の一元管理を行い、当社グループが

連携している多くのメディア(広告を掲載する媒体。アフィリエイト広告※３の配信会社であるアフィリエイト・サー

ビス・プロバイダーを含む）から、クライアントのマーケティング目標に合致した適切な出稿先を選定し、ランディ

ングページ（広告やメディア等から飛び先となるクライアントページのこと。以下「ＬＰ」という。）へ流入数を高

めるとともに、クライアントのマーケティング活動の戦略立案や運用支援を行っております。当社グループは成果

（サービス申込、契約成立、商品購入等、当社グループとクライアントの間で設定している成果地点を達成し、クラ

イアントによる測定、いわゆる検収・承認がなされたものを指す。）に連動した報酬をクライアントから受け取り、

その一部を同じく成果に連動してメディアに対して支払います。アフィリエイト広告、リスティング広告※４に加え

て、ＳＮＳ広告※５、オフライン広告※６等を併用するとともに、自社のプロダクトを開発・活用することにより、

より効率的かつ効果的なマーケティングを実施しております。

また、Ｗｅｂホスピタリティツールを用いたデータ解析と機械学習により、消費者のＬＰへの流入経路、行動パ

ターンを収集し、消費者行動を予測することで、成果につながるマーケティングを実施しております。当社グループ

は、成果報酬型方式では成果に連動した報酬を、サブスクリプション※７方式では定額報酬をクライアントから受け

取り、成果につながる改善を図っております。また、クライアントのＬＰにおける文言や画像、動画等のいわゆるク

リエイティブの改善を図り、クライアントのＬＰへの流入数を高めるとともに、チャットボット※８やリテンション

マーケティング※９も併せて行うことにより、戦略の幅を広げるマーケティングを提供しております。

そのほか、既存ユーザーの解約を低減させＬＴＶの向上を図るサービスの提供（解約抑止チャットボット）等も

行っております。

 
※１　ＬＴＶ…Life Time Valueの略語。ＬＴＶは、顧客が生涯を通じて企業にもたらす利益のことを指し、１人の

ユーザー獲得にかけることができる費用（マーケティングコスト）を算出するための指標。

※２　ＲＯＩ…Return On Investmentの略語。投資に対してどれだけ利益を上げることができたのかという指標。

※３　アフィリエイト広告…ブログやウェブサイトで商品やサービスを紹介し、読者がそれを購入又は申し込むこと

で成果（売上等）が発生した際に、成果に応じて報酬が支払われる広告のこと。

※４　リスティング広告…ユーザーが入力した検索キーワードに連動して検索結果ページに表示される広告のこと。

※５　ＳＮＳ広告…Facebook、Instagram、X、LINE等のＳＮＳプラットフォームに配信する広告のこと。

※６　オフライン広告…インターネット以外を用いた広告のこと。

※７　サブスクリプション…利用期間に対して対価を支払う、定額制のビジネスモデルのこと。

※８　チャットボット…自動会話プログラムのこと。

※９　リテンションマーケティング…既存顧客との関係維持に着目した施策のこと。
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当社グループの強みは、以下の３点であります。

(1) 独自データプラットフォーム

解約防止チャットボットによるZero Party Data（ユーザーから直接取得する心理データ）やユーザーの購買行動

に係るデータを個人情報規制に影響を受けない形で取得しております。

　それらのデータと1st～3rd Partyデータを統合し、テクノロジーを活用して分析を行っております。

 
(2) ＡＩテクノロジー

集めたデータを基に機械学習を行い、ＡＩによるユーザーの予測をすることでＬＴＶ予測をしております。

個々のユーザーのニーズを捉え、最適な購買体験を提供するためにＷｅｂホスピタリティツールを提供し、広告

主の成果創出を行っております。

 
(3) コンサルティング

コンサルタントがクライアントのマーケティング課題に対してデータとテクノロジーを活用することにより、Ｌ

ＴＶの高い集客支援と、既存ユーザーのさらなるＬＴＶ向上を実現することで成果報酬型でのサービス提供を行っ

ております。

 
［事業系統図］

事業系統図は以下のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
（又は被所有）
割合(％)

関係内容

(連結子会社)      

株式会社ＭＡＶＥＬ

（注）４
東京都渋谷区 88

ＬＴＶマーケ

ティング事業
100.00

役員の兼任

CMS（キャッシュマネジメ

ントシステム）

経営指導

(連結子会社)      

株式会社All Ads

（注）２、４
東京都港区 428

ＬＴＶマーケ

ティング事業
100.00

役員の兼任

CMS（キャッシュマネジメ

ントシステム）

経営指導

その他11社      

 

(注) １．「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２．特定子会社であります。

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

４．株式会社ＭＡＶＥＬおよび株式会社All Adsについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）

の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

 

主要な損益情報等

 株式会社ＭＡＶＥＬ 株式会社All Ads

（１）売上高 24,675百万円 21,640百万円

（２）税引前利益 1,582百万円 575百万円

（３）当期純利益 1,044百万円 396百万円

（４）純資産額 2,752百万円 1,246百万円

（５）総資産額 7,091百万円 3,704百万円
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社が判断したものであります。

 
(1) 経営方針

当社グループは「夢・目標を共に実現し続ける組織に」という経営理念のもと、「革新的なマーケティングによ

り、世界を牽引する企業になる。」ことをビジョンとし、商品やサービスの魅力を正しくかつ的確に消費者に届け

るため、テクノロジーを活用して、マーケティングの課題に新たなソリューションを提供するとともに、社会に溢

れる様々なマーケティングの問題を解決するための企業づくりにチャレンジしております。

 
(2) 目標とする経営指標

当社グループでは、売上収益、営業利益を重視しており、その向上を図る経営に努めてまいります。

 
(3) 経営環境、中長期的な経営戦略及び対処すべき課題

国内インターネット関連市場は、スマートフォンやタブレット端末をはじめとするインターネット利用端末の多

様化や消費者の利用時間の拡大等とともに成長を続けており、国内広告市場の過半を占めております。

加えて近年は、生成ＡＩ等の技術進化により消費者の検索行動が大きく変容しております。情報収集が生成ＡＩ

等の中で完結する傾向が強まったことで、従来の顕在層向け広告（明確な課題や購買意図を持つ層を対象とする広

告。リスティング広告等）の市場は今後成長が鈍化することが見込まれます。一方で、潜在層向け広告（明確な課

題や購買意図を持たない層を対象とする広告。ＳＮＳ広告等）の市場は現在も成長を続けております。そのため、

広告主企業が潜在層向け広告への露出を増やす動きが今後さらに活発になることが見込まれます。

こうした環境のもと、当社グループでは、コア事業の持続的成長による経営基盤のさらなる強化を図り、イン

ターネット業界特有の事業環境の変化にも柔軟に対応できる強い企業体質を目指しております。将来にわたって確

実に利益を出し続ける企業づくりに専念し、その先のさらなる飛躍につなげてまいる所存であります。その推進に

当たり、下記の事項を対処すべき課題としてとらえ、対応に取り組んでおります。

 
①　収益性の向上

当社グループはＬＴＶマーケティングを軸に、成果報酬型マーケティング市場において事業展開を行ってお

り、同市場における豊富なノウハウを有しておりますが、拡大する成果報酬型マーケティング市場において、メ

ディアのあり方が多様化していることから、従来の「人」を介在させたコンサルティングに加え、テクノロジー

を駆使した効率的な管理、データの解析・分析のオートメーション化をさらに加速させる必要があります。当社

グループにおいては、市場動向やクライアントニーズを的確に把握し、迅速に対応することにより、成長著しい

成果報酬型マーケティング市場におけるリーディングカンパニーになることを目指してまいります。そのため、

効率的な管理を進めることにより収益構造の改善を図りつつ、新たなプロダクトの開発と既存プロダクトの改善

を継続することにより、当社グループ全体の収益性の向上に取り組んでおります。

 
②　特定の商材、クライアントへの偏りの解消

成果報酬型マーケティング市場において、当社グループが推し進めているＬＴＶマーケティングで、競合他社

との差別化を図りシェアの拡大を進めておりますが、金融、医療等の特定の商材の売上構成比率が高く、当該市

場の環境変化等、外部要因の影響を受ける可能性があります。加えて、一部のクライアントに対する売上収益が

大きく、取引先の業績及び取引先との取引条件等により、当社グループの業績に影響を与える可能性がありま

す。今後、収益基盤の安定化及び事業規模の拡大を図るために、「顧客基盤の拡大に向けたリレーション活動の

強化」、「ターゲット商材の拡大及び運用ノウハウの蓄積」等により新規クライアント開拓を進めてまいりま

す。また、多様なクライアントを対象とした、「サブスクリプション型のサービス提供」を拡大することによ

り、当社グループ全体の特定商材やクライアントへの偏りを解消してまいります。
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③ 与信管理体制の強化

当社グループの主力事業であるＬＴＶマーケティング事業において、過去に取引先に対する貸付金の取立遅延

が発生したことや、広告費分割払いの付帯機能提供等に伴う未収入金を計上している現状を踏まえ、与信管理体

制を含めた債権管理の強化が課題であると認識しております。

管理部門と営業部門の一層の連携強化や取引先に対するモニタリングの強化を図るなどの対応を行っておりま

す。

 
④　優秀な人材の育成及び確保

当社グループは、持続的な事業収益の拡大をしていくためには人材開発・育成が不可欠との認識のもと、優秀

な人材を確保し、教育の充実等により組織の活性化を図ってまいります。

 
２ 【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組みは、次のとおりです。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものです。

 
(1) ガバナンス

当社は「夢・目標を共に実現し続ける組織に」という企業理念のもと、事業環境の変化にも柔軟に対応し、より

一層、ＥＳＧと事業戦略とを結び付けた、透明性・客観性の高いＥＳＧ経営を推進してまいります。ＥＳＧ経営を

推進する上で、社会課題を解決するだけではなく、事業活動としての経済性の確保は非常に重要な要素であると考

えています。私たちは、ＥＳＧに関する活動を社会貢献活動の延長線ではなく、当社グループの企業価値を高める

活動であると位置づけることで、全社一丸で取り組む風土を醸成してまいります。

また当社は、ＥＳＧを含む重要な経営課題については経営会議において検討し、必要に応じて取締役会に報告を

行うこととしております。当社のコーポレート・ガバナンス体制は、「第４ 提出会社の状況 ４　コーポレート・

ガバナンスの状況等」に記載の通りであります。

 
(2) リスク管理

当社のリスク管理体制は、「リスク管理規程」を制定し、その全社的な推進や必要な情報の共有化等を検討する

体制の強化を図っております。役員を中心とするメンバーにより構成されるリスク管理委員会を設置し、原則とし

て半期に一度以上の頻度に開催し、サステナビリティ関連のリスクを含むリスクの評価、対策等、広範なリスクに

関し協議を行い、具体的な対応を検討し、必要に応じて経営層や関連部署に報告しております。さらに、大地震等

の突発的なリスクが発生し、全社的な対応が重要である場合には、代表取締役をリスク管理統括責任者とする緊急

事態対応体制をとることを規定し、不測の事態に備えております。また、必要に応じて弁護士、公認会計士、税理

士、社会保険労務士等の外部専門家の助言を受けられる体制を整えており、リスクの未然防止と早期発見に努めて

おります。

 
(3) 戦略

　(人的資本)

人的資本においては、人権に対する配慮は経営の基盤であると考え、性別、年齢、性的指向、性同一性と性表

現、国籍、宗教等を問わず、多様な人材が活躍できる環境創りに取り組んでおります。また、人材の育成や働きや

すい職場づくりに注力しており、従業員が自己を磨き、人生や仕事を充実させ、利他の精神をもって働ける組織を

目指しております。従業員との対話を大事にし、個々の意思を尊重し、適材適所の配属や勤務時間のモニタリング

による業務量の可視化による長時間労働の防止、メンタルヘルスケア等、健康的な働き方を推進する様々な施策を

実施しております。
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　(気候変動)

気候変動は、当社の財務的価値に重大な影響を及ぼす可能性のある重点課題の一つであると考え、TCFD（気候関

連財務情報開示タスクフォース）の提言に基づき、当社の事業に関連する気候変動リスク・機会を特定し、対応策

の検討を実施しました。

 
　・気候変動リスク

移行リスク 内容 対応策

政策と法
新たな法規制への対応コス
トの発生

迅速な対応のための定期的
なGHG（温室効果ガス）排出
量の計測

市場
電力価格の高騰によるサー
バー利用料等の上昇

省エネ設備への転換

評判
気候変動対策の遅れによる
信用度低下

TCFDに沿った情報開示

物理的リスク（急性的）
災害による当社の取引先や
顧客への被害

取引先や顧客の多様化によ
る依存度の低下

 

 
　・気候変動機会

機会 内容 対応策

資源効率
紙媒体広告からインター
ネット媒体広告への移行の
加速

インターネット媒体広告の
提供継続

市場
新しい企業群の出現による
潜在顧客の増加

新市場への積極的なアプ
ローチによる顧客開拓

 

 
 

(4) 指標及び目標

当社では、「(3)戦略（人的資本）」において記載した、人材の多様性の確保を含む人材の育成及び社内環境整備

や、気候変動に係る指標について、関連する指標の管理とともに具体的な取り組みを行っているものの、グループ

が多角化しており、画一的な目標を定めることが困難なため具体的な目標を設定しておりません。そのため当社と

して管理している指標についての実績を記載しております。

　（人的資本）

指標 2025年4月期 2026年4月期

正社員における女性労働者の割合 39.6％ 47.8％

役職者における女性労働者の割合 18.4％ 23.5％

有給取得率 67.6％ 72.4％
 

 
　（気候変動）

指標 2025年4月期 2026年4月期

GHG排出量 スコープ1（kg-CO2) 0 0

GHG排出量 スコープ2（kg-CO2) 111,217 140,776

CO2排出量/売上収益（t/百万円） 0.0022 0.0027
 

（注）株式会社Ｍａｃｂｅｅ　Ｐｌａｎｅｔ及び株式会社All Adsのオフィスを対象としております。

 

EDINET提出書類

株式会社Ｍａｃｂｅｅ　Ｐｌａｎｅｔ(E35534)

有価証券報告書

 12/121



 

３ 【事業等のリスク】

以下では、事業の状況及び経理の状況に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると考えられる主な事項

及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。当社は、これらのリスク発生

可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります。なお、文中の将来に関する事

項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。

 
(1) 当社グループの事業環境、事業内容及び法令規制に関するリスクについて

①　市場環境と競合企業について

当社グループが属する成果報酬型マーケティング市場は、着実に成長を続けており、同市場が引き続き拡大す

ることが、成長のための基本的な前提として考えております。また、同市場においては、複数の競合企業が存在

し、厳しい競争環境にありますが、当社グループは豊富なノウハウに加え、テクノロジーを駆使することによ

り、差別化を図ることで、市場での認知を得ております。

しかしながら、同市場における新たな規制の導入や何らかの予期せぬ要因により、市場規模が想定したほど拡

大しない場合、もしくは豊富な資金力を有する企業が新規に参入し、競争が激化した場合には、当社グループの

事業展開及び業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 
②　市場動向やクライアントニーズの変化について

「１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載のとおり、ＬＴＶマーケティング事業においては、

メディアのあり方が多様化しているため、市場動向やクライアントニーズを的確に把握できずに、対応が遅れた

場合には、収益性が低下し、利益を圧迫する可能性があります。そのため、当社では、効率的な管理、新規プロ

ダクトの開発、及び既存プロダクトの改善を継続し、収益性の向上に取り組んでおりますが、それらの取り組み

が想定通りに進展しなかった場合には、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 
③　特定のクライアントへの依存について

「１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載のとおり、一部のクライアントに対する売上収益が

大きくなっております。今後、新規クライアントの開拓及び提供サービスの差別化を図ることにより、売上収益

の維持拡大に努めてまいりますが、競合企業が付加価値のあるサービス提供を行う等によって、新規クライアン

ト開拓が思うように進まなかった場合には、特定クライアントへの依存は軽減されず、取引先の業績及び取引先

との取引条件等により、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

当連結会計年度の主要な取引先は、合同会社DMM.com、株式会社スタイル・エッジ及びＳＢＩホールディングス

株式会社（グループ会社含む）を中心に上位３社の総取引実績に占める割合が全体の４割以上を占める状況と

なっております。また、株式会社All Adsは、人材、医療等のクライアントに対する売上収益が大きくなっており

ます。そのため、上記リスクが顕在化した場合においては、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性が

あります。

 
④　メディアとのパートナーシップの継続について

広告のメディア出稿において、一部の有力メディアとの取引が大きな割合を占めております。今後も有力メ

ディア各社と良好な関係を構築してまいりますが、メディアの方針変更や、当社グループのサービスの陳腐化に

起因し競合企業に対する競争力が低下すること等により、メディアとの関係性が変化する場合には、当社グルー

プの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 
⑤　新しい広告手法の出現について

当社グループは、ＬＴＶマーケティングにおいて、その効果が把握し易く、費用対効果も高いことから、これ

まで高い成長率を維持してまいりました。しかしながら、新しい広告モデルが開拓され、それが市場に受け入れ

られ、当社の対応が遅れた場合には、当社グループの事業展開及び業績に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

EDINET提出書類

株式会社Ｍａｃｂｅｅ　Ｐｌａｎｅｔ(E35534)

有価証券報告書

 13/121



 

⑥　個人情報保護について

インターネットを規制する国内の法令として「個人情報の保護に関する法律」があり、当社グループでは、

Cookie（クッキー）技術を利用し、当社グループと提携するＷｅｂサイトを閲覧したユーザーの行動履歴（アク

セスしたＵＲＬ、コンテンツ、参照順等）等を取得する可能性があります。現在のところ、当社グループの事業

の阻害要因になっておりませんが、今後、インターネット広告に関するサービスを提供する上で新たな法令の制

定や既存の法令が改正されたり、自主規制が求められたりした場合には、サービスの提供に制約を受け、当社グ

ループの事業展開及び業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 
⑦　法的規制について

当社グループの事業においては景品表示法、薬機法、医療広告ガイドライン等の法令規則及び諸規制の適用を

受けております。今後、適用を受けている法令の改正や新たな法令の制定等が行われ、又は既存の法令等の解釈

に変化が生じたり、もしくは、法令等に準ずる効力を持つ業界内の自主規制ルールが制定されその遵守を求めら

れたりするような状況が生じた場合には、当社グループの事業展開に影響を与える可能性があります。

 
⑧　 生成ＡＩの利用について

当社グループは、サービスの運営業務及び社内業務の効率化等を目的として、生成ＡＩを利用しております。

生成ＡＩの利用にあたっては、個人情報や営業上の機密情報の漏洩、著作権その他の知的財産権の侵害、誤情報

の生成・流布等の様々なリスクが想定されるため、利用に関する社内ルール及びガイドラインを整備し、役員及

び従業員への周知・啓蒙を行うことで、これらのリスクの軽減に努めております。しかしながら、生成ＡＩを巡

る技術は日々進歩を続ける一方、国内外における法令や規制の動向には不透明な部分も多く、当社グループが事

業環境の変化に適切に対応できなかった場合や、想定していなかったリスクが顕在化した場合には、当社グルー

プの事業展開及び業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 
⑨　システムトラブルについて

当社グループのサービスは、Amazon Web Services（ＡＷＳ）等のクラウド・サービスのサーバー等を利用し、

インターネット上での広告配信、成果の管理等をシステム化しておりますが、使用するハードウエア、ソフトウ

エア、通信回線等の不具合、人為的なミス、さらにはコンピュータウイルス、停電、自然災害等によってサービ

スが中断し、当社グループ側の対応が適切に行われなかった場合には、信用低下や損害賠償請求等により、当社

グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 
⑩　知的財産権について

当社グループでは、知的財産の保護のため、原則的には、すべての知的財産権の取得を目指す方針でおります

が、当社グループの知的財産権が第三者に侵害された場合には、解決までに多くの時間及び費用がかかるなど、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループによる第三者の知的財産権の侵害に

ついては、顧問弁護士又は弁理士等と連携をとって、可能な範囲で調査を行い対応しております。しかしなが

ら、当社グループの事業領域における第三者の知的財産権を完全に把握することは困難であり、当社グループが

認識せずに他社の特許を侵害してしまう可能性は否定できず、この場合には当社グループに対する損害賠償請求

や、ロイヤリティの支払要求等が行われること等により、当社グループの事業展開及び業績に影響を及ぼす可能

性があります。

 
⑪　与信管理について

当社グループでは、取引先の選定にあたり事前の与信調査を可能な範囲で行った上で取引先に対して与信限度

額を設定し、管理しておりますが、予測しえない取引先の財務状況の悪化により債権回収不能となった場合、経

済的損失が発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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⑫　付帯機能について

当社グループにおいて、広告費分割払いを付帯機能として提供しております。この広告費分割払いは、当社グ

ループの特定の得意先グループに対する広告費を対象に手数料を徴収して分割払いを許容するものであり、当社

グループではリスクから解放された部分を段階的に手数料収益として計上するとともに、入金期限が到来してい

ない債権については未収入金として計上しております。なお、当連結会計期間末時点において広告費分割払いに

係る未収入金は27億50百万円計上しております。提供先グループの社会的信用及び財務状況の継続的なモニタリ

ング並びに複数の保証人による連帯保証がなされておりますため、追加的な与信リスクは僅少と捉えております

が、機能提供先の経営破綻等が生じた場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

 
(2) 当社グループの事業体制に関するリスクについて

①　広告商材並びに広告表示の管理体制について

当社グループでは、広告商材や広告表示に関して、「広告表示チェックリスト」等の運用ルールを設けてお

り、その徹底した運用を図ることで法令遵守、公序良俗の維持に努めております。一例として、アダルト関連や

ギャンブル関連、霊感商法・悪徳商法とみなされるもの、風紀を乱し犯罪を誘発する恐れのある商材の取り扱い

はいたしません。また、優良誤認や有利誤認、誇大表示が見受けられるような表示についても、チェックリスト

により排除いたしております。しかしながら、当社グループの運用が徹底されず、これに違反するような広告の

取り扱いが行われた場合には、レピュテーション等の影響も含めて、当社グループの事業展開及び業績に重要な

影響を及ぼす可能性があります。

 
②　人材の確保・育成について

当社グループの事業は、業務の拡大に応じて、各分野における専門スキルを持った優秀な人材を確保し、維持

する必要があります。しかし、適切な人材を十分に確保できず、あるいは従業員の流出が生じた場合には、当社

グループの事業展開及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 
③　小規模組織であることについて

当社グループは、テクノロジーを活用したマーケティングを軸に、クライアントの売上を伸ばすためのコンサ

ルティングを提供しており、当連結会計年度末現在、従業員数（正社員のみ）201名と少数精鋭で事業を展開して

おります。クライアントのニーズに適時に対応できる柔軟な規模でありますが、一方で、技術者の退職、長期病

欠等の予期せぬ事態が起こった場合には、当社グループの事業展開及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 
④　内部管理体制について

当社グループは、現在の事業規模に応じた内部管理体制を整備・運用しており、今後は事業規模の拡大に合わ

せ、内部管理体制も強化させていく方針であります。しかしながら、事業規模の拡大及び人員の増加に合わせ、

適時に内部管理体制の強化ができなかった場合、適切な事業運営が行えず、当社グループの事業展開及び業績に

影響を及ぼす可能性があります。

 
⑤　個人情報の管理について

当社グループは、業務上クライアント等の情報を入手しているため、「情報システム管理運用規程」を定め、

業務又はセキュリティ上必要なアクセス権限を設けて管理しております。また、個人情報保護法に対応するた

め、個人情報の適正な取扱と厳格な管理を的確に行っております。しかし、何らかの事情で顧客情報が漏洩した

場合には、当社グループの信頼失墜又は損害賠償による損失が生じ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。
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(3) その他

①　株式価値の希薄化について

当社は、取締役及び従業員に対して、業績向上に対する貢献意欲及び士気を高めるため、新株予約権を付与し

ております。当連結会計年度末現在において、新株予約権は存在しませんが今後新たに新株予約権や株式等が発

行された場合は、既存の株主が有する株式の価値及び議決権の割合が希薄化する可能性があります。

 
②　配当政策について

当社は、株主還元と同時に、財務体質の強化や事業拡大及び競争力の確保を経営の重要課題として位置付けて

おり、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と認識しつつ、業績の推移、財務状況、事業計画に基づく

資金需要等を総合的に勘案し、内部留保とのバランスを取りながら、経営成績に合わせた利益配分を基本方針と

しております。当事業年度において期末配当55円の配当を行うとともに、次期配当も55円の期末配当を予定して

おりますが、事業環境の急激な変化等により配当政策に影響を及ぼす可能性があります。

 
③　大株主について

当社の取締役である松本将和（同氏の資産管理会社であるＭＧ合同会社を含む）及び創業者である小嶋雄介の

所有株式数は、当連結会計年度末現在で発行済株式総数の30％超を占めております。

両氏は、安定株主として引続き一定の議決権を保有し、その議決権行使にあたっては、株主共同の利益を追求

すると共に、少数株主の利益にも配慮する方針を有しております。当社といたしましても、両氏は安定株主であ

ると認識しておりますが、何らかの事情により、大株主である両氏の持分比率が低下した場合には、当社株式の

市場価格及び議決権行使の状況等に影響を及ぼす可能性があります。

 
④　企業買収に関するリスク

当社は、事業基盤強化及び新たな事業展開を推進するため、2023年３月６日に株式会社ネットマーケティング

（現株式会社All Ads）を完全子会社化する等、複数のＭ＆Ａを実施しております。Ｍ＆Ａ実施後に事業の統合作

業が計画どおり進捗しない場合、統合後の事業が期待されたシナジーや利益を実現できない場合、のれんの減損

により当社グループの業績が一時的に影響を受ける場合や、偶発債務や未認識債務等が発生した場合、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。なお、Ｍ＆Ａの実施にあたっては、対象案件について各種

デューデリジェンスを綿密に行い、経営会議や取締役会において十分な検討をしております。
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４ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

①　経営成績等の分析

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や設備投資の持ち直しなどを背景に、緩やかな

回復基調で推移いたしました。個人消費にも持ち直しの動きが見られるものの、米国の通商政策を巡る動向や中

東情勢の緊迫化に伴う地政学的リスクの高まりなど、依然として先行きは不透明な状況が続いております。

当社グループの主力事業が属するインターネット広告市場におきましては、オフライン媒体と比較して投資効

率の検証が容易なデジタル媒体への予算シフトが引き続き堅調に推移いたしました。その結果、2025年のイン

ターネット広告市場は前年比10.8%増の4兆459億円（＊）となり、日本の広告市場に占める構成比が初めて過半数

に達しました。一方で、足元ではスマートフォンアプリの普及やＳＮＳ、ショート動画、ライブ配信といった新

興フォーマットの台頭、生成ＡＩの登場などが検索行動を大きく変容させております。持続的な成長に向け、こ

れら不可逆的な環境変化への迅速かつ的確な対応が求められております。

　＊ 株式会社電通「2025年日本の広告費」より

 
こうした環境のもと、当社グループは、インターネット広告をより進化させたＬＴＶマーケティングを提唱

し、独自のテクノロジーの開発に力を入れ、事業拡大に向けた取り組みを進めました。しかしながら、一部の主

要顧客における個別要因の影響を受けた結果、当社グループの経営成績は次のとおりとなりました。

 
当連結会計年度の経営成績につきましては、売上収益50,579百万円（前年同期比2.1%減）、営業利益3,650百万

円（前年同期比29.4%減）、税引前当期利益は3,617百万円(前年同期比28.7％減)、親会社の所有者に帰属する当

期利益は2,353百万円(前年同期比31.6％減)となりました。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

(ＬＴＶマーケティング事業)

当セグメントにおきましては、昨年から引き続き既存案件の拡大、新規案件の受注が堅調に推移したことに加

え、独自のデータ取得技術を活用した施策を実施いたしました。しかしながら、一部の主要顧客における個別要

因の影響を受けた結果、売上収益は49,363百万円（前年同期比2.7%減）、セグメント利益は6,197百万円（前年同

期比13.9%減）となりました。

 
②　財政状態の分析

(資産)

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比較して1,023百万円増加し、24,091百万円となりました。

その主な要因は、営業債権及びその他の債権が487百万円、のれんが617百万円、その他の金融資産が804百万円増

加した一方で、現金及び現金同等物が195百万円、繰延税金資産が212百万円、有形固定資産が190百万円減少した

ことによるものです。

 
(負債)

当連結会計年度末の負債は、前連結会計年度末と比較して560百万円増加し、11,400百万円となりました。その

主な要因は、借入金が1,581百万円増加した一方で、未払法人所得税が655百万円、営業債務及びその他の債務が

312百万円減少したことによるものです。

 
(資本)

当連結会計年度末の資本合計は、前連結会計年度末と比較して462百万円増加し、12,691百万円となりました。

その主な要因は、親会社の所有者に帰属する当期利益2,353百万円の計上があった一方で配当金の支払249百万円

及び自己株式の増加2,003百万円等によるものであります。
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③　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末に比べ

195百万円減少し、7,311百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの

要因は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によって獲得した資金は1,625百万円となりました（前連結会計年度は341百万円の支出）。その主な

内訳は、営業債権及びその他の債権の増加額412百万円、法人所得税の支払額1,880百万円があった一方で、税引

前当期利益3,617百万円の計上及び法人所得税の還付額281百万円があったことによるものであります。

 
　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によって使用した資金は903百万円となりました（前連結会計年度は1,037百万円の支出）。その主な

内訳は、子会社の取得による支出590百万円及びその他の金融資産の取得による支出222百万円であります。

 
　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によって使用した資金は917百万円となりました（前連結会計年度は2,442百万円の支出）。その主な

内訳は、長期借入れによる収入2,000百万円があった一方で、自己株式の取得による支出2,003百万円、配当金の

支払額249百万円及び長期借入金の返済による支出436百万円であります。

 
(2) 生産、受注及び販売の実績

①　生産実績

生産を行っておりませんので、生産実績に関する記載はしておりません。

 
②　受注実績

受注生産を行っておりませんので、受注実績に関する記載はしておりません。

 
③　販売実績

当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度
（自　2025年５月１日
　　至　2026年４月30日）

金額(百万円) 前年同期比（％）

ＬＴＶマーケティング事業 49,363 △2.7

その他 1,216 27.0

合計 50,579 △2.1
 

 

主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　2024年５月１日
　　至　2025年４月30日）

当連結会計年度
（自　2025年５月１日
　　至　2026年４月30日）

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

合同会社DMM.com 12,766 24.7 9,670 19.1

株式会社スタイル・エッジ － － 6,109 12.1

株式会社ＳＢＩ証券 6,398 12.4 5,411 10.7
 

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度の主な相手先別の販売実績のうち、総販売実績に対する割合が100分の10未満

の場合は記載を省略しております。
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(3) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 
①　重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第312条の規定により

IFRS会計基準に準拠して作成しております。

この連結財務諸表の作成にあたっては、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を与えるよ

うな見積り、予測を必要としております。当社グループは、過去の実績値や状況を踏まえ合理的と判断される前

提に基づき、継続的に見積り、予測を行っております。そのため実際の結果は、見積り特有の不確実性があるた

め、これらの見積りと異なる場合があります。連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び当該見

積りに用いた仮定のうち、重要なものにつきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（1）連結財

務諸表　注記事項　４．重要な会計上の見積り及び判断」に記載しております。

当社グループの連結財務諸表の作成に当たって採用している重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１　連

結財務諸表等　(1) 連結財務諸表　注記事項　３．重要性がある会計方針」に記載しております。

 
②　経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容については、「４　経営者による財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析 (1) 経営成績等の状況の概要」に含めて記載しております。

 
③　資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループの主な資金需要は、既存事業の安定的な成長にかかるコストと新規事業への投資コストとなりま

す。財政状態と投資のバランスを重視しつつ、事業活動に必要な運転資金及び新規事業等に対する投資コスト

は、主として手元の自己資金、金融機関からの借入及び新株発行により調達いたします。

 
④　経営成績に重要な影響を与える要因

「３　事業等のリスク」に記載のとおり、当社グループは、インターネット関連市場の変化や他社との競争

力、取引先の動向、コンプライアンスと内部管理体制、関連する法的規制、自然災害等の様々なリスク要因が当

社グループの経営成績に影響を与える可能性があると認識しております。

そのため、当社グループにおいてはサービスの拡張、優秀な人材の採用等を行うとともに、リスクマネジメン

トを行い、リスク要因を分散し、リスクの発生を抑えて適切に対応してまいります。

 
⑤　経営者の問題意識と今後の方針

「１　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載のとおり、当社グループの経営陣は、今後更なる業

績拡大と成長を遂げるには、様々な課題に対処していくことが必要であると認識しております。そのためには、

収益性のさらなる向上、特定の商材やクライアントへの偏りの解消といった事業面と、内部管理体制の強化と

いった組織面の双方の強化を図り、事業展開を行ってまいります。
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⑥　経営戦略の現状と見通し

当社グループが事業展開を行う国内インターネット関連市場は、スマートフォンやタブレット端末の普及等に

よるデバイスの多様化、FacebookやX（旧Twitter）、LINEに代表されるソーシャルメディアの普及等、ビジネス

環境の変化は世界規模で進展しており、さらなる市場拡大が期待されております。

このような状況の中、当社グループは、データ拡大及び解析技術を生かして、「ＬＴＶマーケティングの進化

（深化）」を目指し、①応用可能なデータ、技術基盤確立を推進し、②データ技術を活用し新たなＬＴＶマーケ

ティング領域へと事業拡大を図るとともに、③ＬＴＶマーケティングの一気通貫提供を目指してまいります。ま

た、引き続き、新規取引先の獲得、既存取引先との取引規模の拡大にも注力してまいります。

加えて、データ解析プラットフォームである「ハニカム」のデータ拡大を重視するとともに、マーケティング

テクノロジー事業においては、Ｗｅｂホスピタリティツールである「Robee」の機能強化を積極的に行い、特に既

存顧客との関係維持に着目した施策（リテンションマーケティング）の強化を図ってまいります。また、両事業

を掛け合わせることによって、社会に新しい価値を提供し続け、投資と収益のバランスを考慮しつつ、さらなる

成長をとげたいと考えております。

 

５ 【重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

当社グループは、企業におけるマーケティングの課題を、データの解析を基盤とした戦略立案を提供することで

解決するべく、最新の分析技術を研究しております。近年は、人工知能や機械学習・深層学習に代表されるよう

に、国内外で技術革新が進んでおり、当社においても、最先端の技術を研究することにより、自社のプロダクトに

取り入れるための活動を行っております。

当連結会計年度における研究開発費の総額は、各セグメントに配分できない全社共通の費用139百万円であり、Ｌ

ＴＶ分析サービス開発やチャットボットの開発費用となります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は30百万円であり、主に本社オフィスの増床等によるもの

です。

なお、重要な設備の除却又は売却はありません。

 
２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

当社における主要な設備は、以下のとおりであります。

      2026年４月30日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

附属設備
工具、器具
及び備品

ソフト
ウエア

その他 合計

本社
(東京都渋谷
区)

 全社
本社機能
ソフトウエ
ア等

27 27 １ － 56 42(１)

 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。

４．本社は建物を賃借しており、その年間賃借料は83百万円であります。

 

(2) 国内子会社

       2026年４月30日現在

会社名
 

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

附属設備
工具、器具
及び備品

ソフト
ウエア

その他 合計

株式会社
 All Ads

本社
(東京都
港区)

ＬＴＶマー
ケティング
事業
全社

総合業務
設備

23 ２ － － 26 83(27)

 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３．従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。

４．本社は建物を賃借しており、その年間賃借料は76百万円であります。

 
３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

 
(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 42,240,000

計 42,240,000
 

 
② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2026年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年７月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,654,272 14,654,272
東京証券取引所
プライム市場

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容に何ら限定
のない当社における標準とな
る株式であります。また、単
元株式数は100株でありま
す。

計 14,654,272 14,654,272 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2021年５月１日～
2022年４月30日
（注１）

42,000 3,240,400 5 403 5 395

2022年５月１日～
2023年４月30日
（注１）

13,500 3,253,900 0 404 0 395

2023年４月14日
（注２）

1,668 3,255,568 9 414 9 405

2023年４月25日
（注３）

270,000 3,525,568 1,925 2,340 1,925 2,331

2023年５月１日～
2024年４月30日
（注１）

97,500 3,623,068 6 2,346 6 2,338

2023年５月17日
（注４）

40,500 3,663,568 288 2,635 288 2,627

2024年６月１日
（注５）

10,990,704 14,654,272 ― 2,635 ― 2,627
 

(注)１.新株予約権の行使によるものであります。

２.譲渡制限付株式報酬

 発行価格 　 　11,990円

資本組入額 　  5,995円

割当先　当社の従業員４名

３.有償一般募集

発行価格　　 　15,228円

引受価額　 14,266.20円

資本組入額　 7,133.10円

払込金総額　3,851百万円

４.有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資）

発行価格 　　14,266.20円

資本組入額 　 7,133.10円

割当先　株式会社ＳＢＩ証券

５.株式分割（１：４）によるものであります。

 
(5) 【所有者別状況】

       2026年４月30日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(名) ― 8 27 61 46 48 5,949 6,139 ―

所有株式数
(単元)

― 10,342 3,724 41,547 7,688 414 82,509 146,224 31,872

所有株式数
の割合(％)

― 7.07 2.55 28.41 5.26 0.28 56.43 100.00 ―
 

（注）自己株式2,197,847株は、「個人その他」欄に21,978単元及び「単元未満株式の状況」欄に47株を含めて記載し

ております。
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(6) 【大株主の状況】

2026年４月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ＭＧ合同会社 東京都品川区上大崎二丁目５番７号 3,790,293 30.43

小嶋　雄介 大阪府大阪市西区 1,108,543 8.90

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区赤坂一丁目８番１号 586,100 4.71

ＢＢＨ　ＣＯ　ＦＯＲ　ＡＲＣ
ＵＳ　ＪＡＰＡＮ　ＶＡＬＵ
Ｅ　ＦＵＮＤ
（常任代理人：株式会社三菱Ｕ
ＦＪ銀行）

PO BOX 1093, QUEENSGATE HOUSE, SOUTH
CHURCH STREET GEORGE TOWN CAYMAN ISLANDS
KY1-1102
（東京都千代田区丸の内1丁目4番5号）

444,500 3.57

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海一丁目8番12号 227,500 1.83

株式会社ＴＭＡＣ 東京都渋谷区渋谷三丁目11番11号 207,600 1.67

野村信託銀行株式会社（投信
口）

東京都千代田区大手町二丁目2番2号 184,100 1.48

ＢＮＹ　ＧＣＭ　ＣＬＩＥＮ
Ｔ　ＡＣＣＯＵＮＴ　ＪＰＲ
Ｄ　ＡＣ　ＩＳＧ　（ＦＥ－Ａ
Ｃ）（常任代理人：株式会社三
菱ＵＦＪ銀行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET
LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM
（東京都千代田区丸の内1丁目4番5号）

169,295 1.36

加藤　誠悟 東京都港区 136,500 1.10

南角　光彦 福岡県福岡市早良区 130,000 1.04

計 ― 6,984,431 56.07
 

（注）上記株式数のうち、信託業務に係る株式数は以下のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　 586,100株

株式会社日本カストディ銀行（信託口）　　　　　　 227,500株
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 ― ―

2,197,800

完全議決権株式(その他)

普通株式

124,246

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準と
なる株式であります。
なお、単元株式数は100株でありま
す。

12,424,600

単元未満株式
普通株式

― ―
31,872

発行済株式総数 14,654,272 ― ―

総株主の議決権 ― 124,246 ―
 

（注）「単元未満株式」欄の株式数には、当社所有の自己株式47株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2026年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)
株式会社Ｍａｃｂｅｅ　Ｐ
ｌａｎｅｔ

東京都渋谷区渋谷三
丁目11番11号

2,197,800 ― 2,197,800 15.00

計 ― 2,197,800 ― 2,197,800 15.00
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】

 
会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号並びに会社法第155条第13
号による普通株式の取得

 
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

取締役会（2026年４月23日）での決議状況
（取得期間 2026年４月24日～2026年４月30日）

1,750,000 2,100

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 1,470,000 2,003

残存決議株式の総数及び価額の総額 280,000 96

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 16.00 4.59

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） 16.00 4.59
 

 
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 8,242 0

当期間における取得自己株式 681 ―
 

（注）当期間における取得自己株式には、2026年７月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び譲渡制限付株式の無償取得による株式数は含めておりません。

 
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った取得自己
株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、会社分割
に係る移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(譲渡制限付株式報酬としての
自己株式の処分)

59,538 162 ― ―
     

保有自己株式数 2,197,847 ― 2,198,528 ―
 

（注）当期間における保有自己株式数には、2026年７月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び譲渡制限付株式の無償取得による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元と同時に、財務体質の強化や事業拡大及び競争力の確保を経営の重要課題として位

置づけております。当社の配当に関する基本方針は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と認識しつつ、

業績の推移、財務状況、事業計画に基づく資金需要等を総合的に勘案し、内部留保とのバランスをとりながら、経営

成績に合わせた利益配分を基本方針としております。

上記方針の下、当事業年度の期末配当金は、１株当たり55.00円を2026年７月29日開催予定の定時株主総会で決議し

て実施する予定であります。また、次期の配当につきましては、１株当たり年間55円を予定しております。

当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

 

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

1株当たり配当額
（円）

2026年7月29日
定時株主総会決議（予定）

685 55.00

 

 
当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間配当は取締役

会、期末配当は株主総会であります。

なお、当社は中間配当を取締役会の決議により行うことができる旨を定款に定めております。
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、株主をはじめ、取引先、従業員、サービス利用

者等のステークホルダーの信頼に応え、安定的に企業価値を増大させていくことにあります。事業活動の継続と

安定的な企業価値向上のためには、監査等委員会制度及び執行役員制度を採用し、経営の意思決定や監督と業務

執行の分離化を図り、迅速かつ効率的な経営を実現させたうえで、経営の健全性と透明性を確保することが経営

上の最重要課題の一つであると捉えております。

 
②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

ａ．企業統治の体制及びその体制を採用する理由

当社は、コーポレート・ガバナンス体制のさらなる充実を図るため、2023年７月27日開催の第８回定時株主

総会の決議に基づき、監査等委員会設置会社に移行しております。監査等委員である取締役(以下「監査等委

員」という。)が取締役会の構成員として取締役会での議決権を持ち、監査機能を担いつつ、取締役会の業務執

行の監督機能の実効性を高めることで、経営の透明性・意思決定の迅速化の向上を図っております。また、指

名報酬委員会を設置することで、取締役等の指名や報酬等に関する評価・決定手続きにおける客観性・透明

性・公正性を確保し、コーポレート・ガバナンス体制の更なる充実を図っております。そのほか、重要な業務

執行に関する決定の取締役への権限委任を可能とし、取締役会による適切な監督の下、業務執行の迅速化と効

率化を図っております。

当社は、会社の機関として、取締役会、監査等委員会及び会計監査人を設置し、その他として指名報酬委員

会、経営会議を設けております。当社の各機関等の内容は以下のとおりであります。

 

（a）取締役会

当社の取締役会は、本書提出日現在、取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名、監査等委員３名で

構成され、毎月開催される定時取締役会に加え、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会に

おいては、当社経営上の意思決定機関として、法令・定款及び取締役会規程に基づく重要事項を決定するとと

もに、各取締役及び執行役員の業務執行の監督を行っております。また、年に一回取締役会の実効性評価を実

施し、取締役会の実効性を高め、ガバナンスの強化・企業価値の向上に努めております。

なお、当社は、2026年７月29日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員

である取締役を除く。）６名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決されますと、監査等委員である

取締役３名（うち社外取締役３名）を含む取締役９名となる予定です。

 
（b）監査等委員会

監査等委員会は、取締役３名で構成され、３名すべて社外取締役であります。毎月開催される監査等委員会

に加え、必要に応じて臨時委員会を開催しております。各監査等委員は取締役会をはじめとする重要な会議へ

出席し、構成員として取締役会での議決権を持つことで、取締役会の業務執行の監督を行っております。ま

た、財産の状況の調査、会計監査人の選解任や役員報酬に係る権限の行使等を通じて、取締役の職務執行及び

内部統制システムに関わる監査を行っております。

各監査等委員は、取締役の業務執行に関する意思決定の適合性・妥当性、内部統制システムの構築・運

営、会計監査人の監査の方法及び結果について監査を行い、会計監査人の選解任の要否について検討してお

ります。また、監査等委員会メンバーにアンケートをとり、監査等委員会の実効性についての評価も行って

おります。

 
（c）社外役員連絡会

当社では、業務執行に携わらない社外取締役（非常勤、監査等委員でない）と監査等委員である取締役に

より、四半期に１回社外役員連絡会を開催しております。同連絡会では、経営全般に関する情報共有を行う

と共に、忌憚のない意見交換を行っており、相互の連携強化を図っております。

 
（d）会計監査人

当社は、太陽有限責任監査法人と監査契約を締結し、適時適切な監査が実施されております。
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（e）指名報酬委員会

当社の指名報酬委員会は、取締役会の決議により選定された委員で構成し、過半数は独立社外取締役となっ

ております。指名報酬委員会は、取締役会の諮問または委任を受けて、取締役等の選解任に関する事項、代表

取締役等の選定・解職に関する事項、取締役等の報酬に関する事項等について審議し、答申または取締役会か

ら委任された事項の決定を行っております。

 
（f）経営会議

経営会議は、経営及び業務執行に関する機動的な意思決定機関として設置しております。出席者は代表取

締役、取締役（社外取締役を除く）、執行役員及び代表取締役が必要と認めた者で構成され、原則として毎

月１回開催しております。経営会議においては、経営に関する重要事項の審議及び決議等を行っておりま

す。また、常勤監査等委員も経営会議に参加し、経営会議の運営状況を監視しております。

　　　b．当社のコーポレート・ガバナンス体制の状況

 当社のコーポレート・ガバナンスの状況を図示すると以下のとおりとなります。

 

 

③　内部統制システムの整備状況

a. 当社グループの取締役、執行役員及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

(a) 法令及び定款等の遵守が企業活動の基盤であることを認識し、当社グループの取締役は、誠実かつ公正

に職務を遂行し、透明性の高い経営体制を構築する。

(b) 取締役、執行役員及び使用人が、法令及び定款を遵守し行動するよう、コンプライアンスに係る規程を

整備し、継続的な研修の実施や適時の社内周知等コンプライアンス意識の醸成に努める。

(c) 監査等委員である取締役（以下、「監査等委員」という）は、法令及び監査等委員会が定めた監査方針

に基づき、取締役会及び重要会議への出席、業務執行状況の調査を通じて、取締役の職務執行を監査す

る。

(d) 内部監査室（又は内部監査担当者。以下「監査室」と総称する。）は、会社方針や業務規程、マニュア

ル等各種社内規程に基づき当社グループの監査を実施し、当該結果を取締役及び監査等委員会に対して

速やかに報告・提言する。

(e) 当社グループで就業する全ての者が、コンプライアンス上疑義のある行為を通報できる体制として内部

通報制度を整備し、その運用に関する規程を定め、適正に運用する。
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b. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に関する情報は、法令及び「文書取扱規程」等の社内規程に基づき適切に作成、保存

及び管理する。

 
c. 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(a) 当社グループのリスク管理のため、「リスク管理規程」に基づき、定時又は必要に応じてリスク管理委

員会を開催し、リスクの洗い出し、管理方法の協議及びリスクの最小化に努める。

(b) リスク管理委員会において協議された重要事項は、必要に応じて取締役会に報告する。

(c) 経営会議における業務執行状況の報告等を通じ、新たなリスクの発生可能性を把握し、必要な場合は代

表取締役から各関連部署に示達するとともに、迅速な危機管理対策を実施できる体制を整備する。

 
d. 当社グループの取締役及び執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(a) 定款及び「取締役会規程」に基づき、取締役会を原則毎月１回開催し、経営上の重要な項目についての

意思決定を行うとともに、取締役及び執行役員の職務執行の状況を監督する体制を構築する。

(b) 取締役、執行役員及び事業部責任者等で構成する経営会議を原則毎月１回開催し、業務執行上の重要課

題について報告、検討及び決定を行う。

 
e. 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

(a) 当社子会社の経営の自主独立を尊重しつつ、グループ全体の経営の適正かつ効率的な運営に資するた

め、事業提携や社内協業を通じて企業集団として統制環境の統一に努める。

(b) 財務報告に関する基本方針を定め、グループ全体の財務報告の適正性と信頼性を確保するために必要な

体制を整備する。

(c) 子会社の取締役等が職務を効率的に執行し、職務の執行に係る事項を遅滞なく当社へ報告することがで

きる体制を整備する。

 
f. 監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用人の他の取締役(監

査等委員である取締役を除く。)からの独立性に関する事項、並びに、当該使用人に対する指示の実効性の

確保等に関する事項

(a) 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、必要に応じて監査等委員会の職

務を補助する使用人を配置する。

(b) 監査等委員会の職務を補助する使用人の職務に関しては、取締役(監査等委員である取締役を除く。)そ

の他の上長等の指揮命令を受けない。

(c) 監査等委員会の職務を補助する使用人は、監査等委員会からの指示に基づき、他部門へ協力体制の確保

を依頼することができる。また、監査等委員会からの指示に基づき、社内の重要会議等への出席や重要

文書の閲覧を行うことができる。

(d) 監査等委員会の職務を補助する使用人の人事考課や懲戒処分の決定には、監査等委員会の同意を得なけ

ればならない。
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g. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及び使用人が監査等委員会に報告するための体制そ

の他監査等委員会への報告に関する体制

(a) 監査等委員は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会等の重要な会議

に出席し、必要に応じて取締役会議事録並びに稟議書等の重要な文書を閲覧し、取締役(監査等委員であ

る取締役を除く。)、執行役員及び使用人に説明を求めることができる。

(b) 取締役(監査等委員である取締役を除く。)、執行役員及び使用人は、当社及びグループ会社の業務また

は業績に与える重要な事項について監査等委員会に遅滞なく報告する。

(c) 監査等委員会は必要に応じて取締役(監査等委員である取締役を除く。)、執行役員及び使用人に対し報

告を求めることができる。

(d) 監査室は、実施した内部監査の結果について、遅滞なく監査等委員会に報告する。

(e) 内部通報窓口管掌部門は、内部通報制度による通報の状況について、監査等委員会に報告する。

(f) 取締役、執行役員及び使用人から監査等委員会への報告は、常勤監査等委員への報告をもって行い、常

勤監査等委員はその他の監査等委員に当該報告を行う。

(g) 監査等委員会は、必要に応じて取締役、執行役員及び使用人に業務に関する報告及び指摘事項に対する

改善の状況に関する報告を求める。

 
h. 子会社の取締役及び使用人等またはこれらの者から報告を受けた者が監査等委員会に報告をするための体制

監査等委員会は、子会社から報告を受けた当社取締役(監査等委員である取締役を除く。)、執行役員及び

使用人から報告を求めることができる。また、必要に応じて子会社の取締役及び使用人から直接報告を求め

ることができる。

i．監査等委員会への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な扱いを受けないことを確保するた

めの体制

監査等委員会への報告を行ったことを理由として、当該報告をした者に対して不利益な扱いをすることを

禁止する。

 
j．監査等委員の職務執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる

費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査等委員がその職務を執行する上で、当該職務の執行について生ずる費用の前払または償還等の請求を

したときは、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または

債務を処理する。

 
k．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(a) 常勤監査等委員は、代表取締役社長との定期的な意見交換を実施し、監査上の重要課題等につき相互理

解を深める。

(b) 監査等委員は、必要に応じて取締役(監査等委員である取締役を除く。)並びに使用人から情報を収集す

ることができる。

(c) 監査等委員は、会計監査人及び内部監査室と連携を図り情報交換を行い、必要に応じて報告を求めるこ

とができる。

(d) 監査等委員は、監査等委員会としての意見形成が可能となるよう相互に連携する。

 
l. 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況について

(a) 「反社会的勢力対応・調査マニュアル」を定め、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・

団体とは一切の関係を持たず、反社会的勢力及び団体からの要求を断固拒否し、これらと関係のある企

業や団体、個人とはいかなる取引も行わない。

(b) 反社会的勢力への対応については、顧問弁護士及び所轄警察署と緊密な連携の下、迅速に対応できる環

境を整え、また、反社会的勢力に関する動向の把握に努める。

(c) 当社所定の標準契約書式に反社会的勢力排除条項を盛り込み、反社会的勢力の不当要求防止に関する社

内研修を実施する等、継続的に反社会的勢力排除に取り組む。
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④　取締役会の活動状況

当事業年度において当社は取締役会を19回開催しており、個々の取締役の出席状況については次のとおりで

あります。

役職名 氏名 開催回数 出席回数

代表取締役社長 千葉　知裕 19 19

取締役会長 松本　将和 19 17

取締役 靱江　佑介 19 19

社外取締役 澤　博史 19 19

社外取締役 中村　繁貴 13 13

社外取締役（監査等委員） 倉本　勤也 ６ ６

社外取締役（監査等委員） 平塚　睦美 ６ ６

社外取締役（監査等委員） 山岸　義久 13 13

社外取締役（監査等委員） 横山　隆 19 19

社外取締役（監査等委員） 金井　重高 13 13
 

（注）１．倉本勤也氏、平塚睦美氏は、2025年７月30日開催の定時株主総会の終結の時をもって退任いたしま

した。

２．中村繁貴氏、山岸義久氏及び金井重高氏は、2025年７月30日就任後開催の取締役会より出席してお

ります。

 
取締役会における具体的な検討内容は、内規に従い、法定に関する事項、重要な業務に関する事項、経理に

関する事項、人事に関する事項等であります。

 
⑤　指名報酬委員会の活動状況

当事業年度において当社は指名報酬委員会を６回開催しており、個々の委員の出席状況については次のとお

りであります。

役職名 氏名 開催回数 出席回数

委員長 澤　博史 ６ ６

委員 千葉　知裕 ６ ６

委員 靱江　佑介 ３ ３

委員 倉本　勤也 ３ ３

委員 平塚　睦美 ３ ３

委員 山岸　義久 ３ ３
 

（注）指名報酬委員会の開催回数は、出席者の在任期間中に開催した回数を記載しております。

 
指名報酬委員会における具体的な検討内容は、取締役会の諮問または委任を受けて、取締役等の選解任に関

する事項、代表取締役等の選定・解職に関する事項、取締役等の報酬に関する事項等について審議いたしまし

た。
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⑥　リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理体制は、「リスク管理規程」を制定し、その全社的な推進や必要な情報の共有化等を検討

する体制の強化を図っております。役員を中心とするメンバーにより構成されるリスク管理委員会を設置し、

原則として半期に一度以上の頻度で開催し、リスクの評価、対策等、広範なリスク管理に関し協議を行い、具

体的な対応を検討しております。さらに、地震、火災等の災害などの有事の際には、代表取締役をリスク管理

統括責任者とする緊急事態対応体制をとることを規定し、不測の事態に備えております。また、必要に応じて

弁護士、公認会計士、税理士、社会保険労務士等の外部専門家の助言を受けられる体制を整えており、リスク

の未然防止と早期発見に努めております。

 
⑦　コンプライアンス体制の整備状況

当社は、企業価値の持続的向上のためには、全社的なコンプライアンス体制の強化・推進が必要不可欠であ

ると認識し、「コンプライアンス規程」を制定し、その周知徹底と遵守を図っております。管理部担当役員を

委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、研修等必要な諸活動を推進・管理しております。また、法令

違反その他のコンプライアンスに関する社内相談・報告体制として、内部通報制度を設けております。

 
⑧　情報セキュリティ、個人情報等の体制の整備状況

当社は、業務上取り扱う顧客等の情報及び当社の企業情報を各種漏洩リスクから守るため、「情報システム

管理運用規程」を定め、職務権限規程に応じてアクセス権限を設けて管理しております。また、個人情報保護

法に対応するため、個人情報の適正な取り扱いと厳格な管理を的確に行っております。当社の情報資産の保護

に万全を尽くすとともに、情報システムの有効性、効率性、機密性等の確保を図っております。

 
⑨　責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び監査等委員である取締役全員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令

が定める額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び監査等委員である取

締役全員が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

 
⑩　取締役の定数

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）は７名以内とし、監査等委員である取締役は４名以内と

する旨を定款で定めております。

⑪　取締役の選任及び解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は累積投票によ

らない旨を定款に定めております。

 
⑫　剰余金の配当の決定機関

当社は機動的な利益還元を可能とする資本政策を確保するため、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当

(中間配当)を取締役会決議により可能とする旨を定款で定めております。

 
⑬　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の３分の２以上にあたる多数を

もって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株

主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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⑭　自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得す

ることができる旨を定款に定めております。これは経営環境の変化に応じた機動的な資本政策の進行を可能と

するため、市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

 
⑮　役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しておりま

す。当該保険契約の被保険者の範囲は取締役、監査等委員である取締役、子会社取締役、子会社監査役及び執

行役員等であり、保険料につきましては、取締役会の承認を踏まえ、会社負担としております。なお、故意又

は法令違反に起因する損害賠償請求は上記保険契約により填補されません。
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(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

ａ．2026年７月27日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は、以下のとおりであります。

　　　　男性　8名　女性　0名　(役員のうち女性の比率0％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役社長 千葉　知裕 1986年７月11日生

2010年４月 あずさ監査法人(現：有限責任 あ

ずさ監査法人)入所

2014年３月 公認会計士登録

2018年10月 当社入社 管理本部長

2019年３月 当社取締役経営管理本部長

2021年12月 当社代表取締役社長（現任）

2022年５月 株式会社ヘリテージ 社外取締役

2023年11月 株式会社ＭＡＶＥＬ 代表取締役

（現任）

(注)２
271,156

(注)４

取締役会長 松本　将和 1980年10月８日生

2003年４月 株式会社東放制作入社

2004年２月 株式会社ライブドアファイナンス

入社

2005年８月 株式会社まくびー設立 代表取締

役社長

2010年４月 株式会社フォーイット 取締役

2011年５月 株式会社まくびーインターナショ

ナル設立 代表取締役社長

2013年６月 株式会社アジアンビューティーラ

ボ(現：株式会社サイトキャッ

チャー) 代表取締役社長

2013年７月 株式会社まくびープロ(現：株式

会社Macbee Hollywood

Entertainment) 代表取締役社長

2014年１月 株式会社ロンバード 取締役

2015年８月 当社設立 取締役

2017年２月 CANARY COMPANY LIMITED

代表取締役社長

2017年11月 当社取締役経営戦略本部長

2019年３月 当社取締役プロダクト本部長

2021年３月 当社取締役会長（現任）

2023年３月 株式会社ネットマーケティング

(現：株式会社All Ads) 取締役

（現任）

2023年11月 株式会社ＭＡＶＥＬ 取締役（現

任）

(注)２
3,822,849

(注)４

取締役 靱江　佑介 1980年12月５日生

2007年４月 株式会社ネットマーケティング

(現：株式会社All Ads)入社

2013年１月 同社広告事業本部副本部長兼広告

事業部長

2013年６月 同社執行役員広告事業本部長

2020年９月 同社取締役(広告事業本部管掌)

2022年12月 同社代表取締役社長（現任）

2023年７月 当社取締役（現任）

2024年７月 株式会社ＭＡＶＥＬ 取締役（現

任）

(注)２ 12,649
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役 澤　博史 1969年１月28日生

1991年４月 富士通株式会社入社

2006年４月 双日株式会社入社

2007年７月 株式会社CSK-IS入社

2008年８月 株式会社イーライセンス

(現：株式会社NexTone) 取締役

2009年７月 データセクション株式会社 代表

取締役社長CEO

2013年４月 ソリッドインテリジェンス株式会

社 社外取締役

2015年４月 Weavers株式会社 取締役

2016年２月 株式会社日本データ取引所 取締

役

2016年８月 Money Data Bank株式会社 取締役

2018年４月 データセクション株式会社 取締

役会長

2018年６月 同社会長

2018年９月 Tranzax電子債権株式会社 社外取

締役監査等委員

2018年10月 Tranzax株式会社 社外取締役監査

等委員

2018年10月 株式会社プログレス(現：TOKYO

BIG HOUSE株式会社) 社外取締役

2018年12月 当社取締役(現任)

2019年３月 エステートテクノロジーズ株式会

社設立 代表取締役(現任)

2019年10月 株式会社ROBOT PAYMENT

社外取締役（現任）

2020年２月 アディッシュ株式会社 社外取締

役（現任）

2020年７月 データセクション株式会社 最高

顧問

2022年12月 株式会社デジタルプラス 社外取

締役（現任）

(注)２ 4,938

取締役 中村　繁貴 1976年6月8日生

2000年11月 株式会社テンダ入社

2006年５月 同社取締役

2007年１月 北京天達楽恵軟件有限公 司監事

2008年６月 ユニファイジャパン株式会社 取

締役

2011年６月 北京天達楽恵軟件有限公司 董事

2011年８月 株式会社テンダ 常務取締役

2011年10月 株式会社テンダホールディングス

取締役

2013年10月 大連天達科技有限公司 董事

2015年６月 ユニファイジャパン株式会社 代

表取締役

2016年６月 株式会社テンダ 専務取締役

2017年８月 同社取締役副社長

2018年８月 同社代表取締役社長

2022年６月 同社代表取締役社長コンシュー

マー事業管掌

2022年８月 同社取締役社長執行役員コン

シューマー事業管掌

2023年２月 有限会社熱中日和（現株式会社テ

ンダゲームス） 代表取締役社長

2023年８月 株式会社テンダ 取締役常務執行

役員コンシューマー事業管掌

2023年12月 株式会社Skyarts 取締役

2024年８月 株式会社Skyarts 取締役会長

2024年８月 株式会社テンダ 取締役

2025年７月 当社取締役（現任）

2025年８月 株式会社エスプール 入社

執行役員 CDO 兼 デジタル戦略推

進本部長

2026年４月 株式会社エスプール 常務執行役

員 CDO 兼 CDAO 兼 デジタル戦略

推進本部長（現任）

(注)２ 273
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役

（常勤監査等委員）
山岸　義久 1957年12月15日生

1981年４月 三菱商事株式会社入社化学品管理

部配属

1991年７月 MC Finance International B.V.

社長（在オランダ）

2003年９月 Mitsubishi Corporation Finance

PLC 社長（在英国）

2007年11月 同社 産業金融事業本部 戦略企画

室長兼投資金融事業本部 戦略企

画室長

2009年６月 ヘルスケアマネジメントパート

ナーズ株式会社 取締役

2012年６月 丸の内キャピタル株式会社 代表

取締役副社長

2020年２月 株式会社竹尾 取締役（経営戦略

室・経理部・海外部・情報システ

ム部管掌）

2022年２月 同社常務取締役

2023年６月 児玉化学工業株式会社 取締役

（経営管理統括）

2024年12月 ハウデングループジャパン株式会

社 社外監査役（現任）

2025年７月 当社取締役（監査等委員）（現

任）

2025年７月 株式会社ＭＡＶＥＬ 監査役（現

任）

(注)３ 350

取締役

（監査等委員）
横山　隆 1981年１月17日生

2007年９月 最高裁判所 司法修習生 和歌山地

方裁判所配属

2009年１月 弁護士登録

大塚製薬株式会社入社

2019年３月 当社監査役

2019年４月 虎ノ門法律経済事務所入所

2019年９月 ととのい法律事務所開設 代表

2019年９月 共創設計株式会社設立 代表取締

役(現任)

2020年５月 せとうち法律事務所開設 代表

（現任）

2020年９月 光陽産業株式会社 取締役

2023年７月 当社取締役（監査等委員）（現

任）

2025年２月 法律事務所テオ開設 代表（現

任）

(注)３ 5,267

取締役

（監査等委員）
金井　重高 1979年２月４日生

2004年12月 あずさ監査法人（現有限責任あず

さ監査法人）入所

2016年４月 金井公認会計士事務所設立 代表

（現任）

2017年８月 株式会社さくらさくプラス（社

外）監査役（現任）

2018年１月 株式会社日本クラウドキャピタル

（現株式会社FUNDINNO）（社外）

監査役（現任）

2025年７月 当社取締役（監査等委員）（現

任）

(注)３ 273

合計 4,117,755
 

(注) １．取締役澤博史氏、中村繁貴氏、山岸義久氏、横山隆氏及び金井重高氏は、社外取締役であります。

２．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、2025年７月30日開催の定時株主総会終結の時から選

任後１年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

３．監査等委員である取締役の任期は、2025年７月30日開催の定時株主総会終結の時から選任後２年以内に終了

する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

４．取締役千葉知裕の所有株式数は、同氏の資産管理会社である株式会社ＴＭＡＣが保有する株式数も含んでお

ります。取締役松本将和の所有株式数は、同氏の資産管理会社であるＭＧ合同会社が保有する株式数も含ん

でおります。

EDINET提出書類

株式会社Ｍａｃｂｅｅ　Ｐｌａｎｅｔ(E35534)

有価証券報告書

 37/121



 

ｂ．2026年７月29日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員である取締役を

除く。）６名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決されますと、当社の役員の状況は以下のとお

りとなる予定です。なお、役員の役職等につきましては、当該定時株主総会の直後に開催が予定される取締

役会の決議事項の内容（役職等）を含めて記載しております。

　　　　男性　9名　女性　0名　(役員のうち女性の比率0％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役社長 正田　英之 1986年９月24日生

2010年７月 株式会社グローランス 設立 代表

取締役

2011年５月 株式会社ユビキタスエンターテイ

ンメント 入社

2013年７月 株式会社ｉｎｓｔａｍａｌｌ設立

代表取締役

2013年９月 １０ｓｅｃ,Ｉｎｃ(米国)設立 Ｃ

ＥＯ

2016年２月 株式会社Ａｌｐｈａ 代表取締役

2021年８月 当社入社(株式会社Ａｌｐｈａグ

ループイン)

2021年10月 当社 執行役員プロダクト本部長

2022年６月 当社 執行役員３Ｄアドグループ

部長

2023年２月 当社 執行役員３Ｄアドグループ

部長兼アドアフィグループ部長

2023年11月 株式会社ＭＡＶＥＬ 執行役員メ

ディア事業本部長

2024年９月 株式会社Macbee eight設立

代表取締役(現任)

2026年４月 当社 開発本部AI推進室長(現任)

(注)２ 1,423

代表取締役会長 松本　将和 1980年10月８日生

2003年４月 株式会社東放制作(現：株式会社

エフエフ東放)入社

2004年２月 株式会社ライブドアファイナンス

入社

2005年８月 株式会社まくびー設立 代表取締

役社長

2010年４月 株式会社フォーイット 取締役

2011年５月 株式会社まくびーインターナショ

ナル設立 代表取締役社長

2013年６月 株式会社アジアンビューティーラ

ボ(現：株式会社サイトキャッ

チャー) 代表取締役社長

2013年７月 株式会社まくびープロ(現：株式

会社Macbee Hollywood

Entertainment) 代表取締役社長

2014年１月 株式会社ロンバード 取締役

2015年８月 当社設立 取締役

2017年２月 CANARY COMPANY LIMITED

代表取締役社長

2017年11月 当社取締役経営戦略本部長

2019年３月 当社取締役プロダクト本部長

2021年３月 当社取締役会長（現任）

2023年３月 株式会社ネットマーケティング

(現：株式会社All Ads) 取締役

（現任）

2023年11月 株式会社ＭＡＶＥＬ 取締役（現

任）

(注)２
3,822,849

(注)４

取締役 千葉　知裕 1986年７月11日生

2010年４月 あずさ監査法人(現：有限責任 あ

ずさ監査法人)入所

2014年３月 公認会計士登録

2018年10月 当社入社 管理本部長

2019年３月 当社取締役経営管理本部長

2021年12月 当社代表取締役社長（現任）

2022年５月 株式会社ヘリテージ 社外取締役

2023年11月 株式会社ＭＡＶＥＬ 代表取締役

（現任）

(注)２
271,156

(注)４
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役 高原　英実 1989年２月16日生

2014年４月 株式会社スプレッドワン 入社

2016年４月 株式会社まくびーインターナショ

ナル 入社

2017年１月 当社入社

2021年３月 当社 執行役員プロダクト本部長

2021年10月 当社 執行役員ソリューション本

部長

2023年２月 当社 執行役員コンサルティング

本部長

2023年11月 株式会社ＭＡＶＥＬ 代表取締役

2025年５月 当社 執行役員 海外事業開発担当

(現任)

(注)２ 1,550

取締役 澤　博史 1969年１月28日生

1991年４月 富士通株式会社入社

2006年４月 双日株式会社入社

2007年７月 株式会社CSK-IS入社

2008年８月 株式会社イーライセンス

(現：株式会社NexTone) 取締役

2009年７月 データセクション株式会社 代表

取締役社長CEO

2013年４月 ソリッドインテリジェンス株式会

社 社外取締役

2015年４月 Weavers株式会社 取締役

2016年２月 株式会社日本データ取引所 取締

役

2016年８月 Money Data Bank株式会社 取締役

2018年４月 データセクション株式会社 取締

役会長

2018年６月 同社会長

2018年９月 Tranzax電子債権株式会社 社外取

締役監査等委員

2018年10月 Tranzax株式会社 社外取締役監査

等委員

2018年10月 株式会社プログレス(現：TOKYO

BIG HOUSE株式会社) 社外取締役

2018年12月 当社取締役(現任)

2019年３月 エステートテクノロジーズ株式会

社設立 代表取締役(現任)

2019年10月 株式会社ROBOT PAYMENT

社外取締役（現任）

2020年２月 アディッシュ株式会社 社外取締

役（現任）

2020年７月 データセクション株式会社 最高

顧問

2022年12月 株式会社デジタルプラス 社外取

締役（現任）

(注)２ 4,938
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役 中村　繁貴 1976年6月8日生

2000年11月 株式会社テンダ 入社

2006年５月 同社 取締役

2007年１月 北京天達楽恵軟件有限公司 監事

2008年６月 ユニファイジャパン株式会社 取

締役

2011年６月 北京天達楽恵軟件有限公司 董事

2011年８月 株式会社テンダ 常務取締役

2011年10月 株式会社テンダホールディングス

取締役

2013年10月 大連天達科技有限公司 董事

2015年６月 ユニファイジャパン 株式会社代

表取締役

2016年６月 株式会社テンダ 専務取締役

2017年８月 同社 取締役副社長

2018年８月 同社 代表取締役社長

2022年６月 同社 代表取締役社長コンシュー

マー事業管掌

2022年８月 同 社取締役社長執行役員コン

シューマー事業管掌

2023年２月 有限会社熱中日和（現株式会社テ

ンダゲームス） 代表取締役社長

2023年８月 株式会社テンダ 取締役常務執行

役員コンシューマー事業管掌

2023年12月 株式会社Skyarts 取締役

2024年８月 株式会社Skyarts 取締役会長

2024年８月 株式会社テンダ 取締役

2025年７月 当 社取締役（現任）

2025年８月 株式会社エスプール 入社

執行役員 CDO 兼 デジタル戦略推

進本部長

2026年４月 株式会社エスプール 常務執行役

員 CDO 兼 CDAO 兼 デジタル戦略

推進本部長（現任）

(注)２ 273

取締役

（常勤監査等委員）
山岸　義久 1957年12月15日生

1981年４月 三菱商事株式会社 入社 化学品管

理部配属

1991年７月 MC Finance International B.V.

社長（在オランダ）

2003年９月 Mitsubishi Corporation Finance

PLC 社長（在英国）

2007年11月 同社産業金融事業本部戦略企画室

長兼投資金融事業本部戦略企画室

長

2009年６月 ヘルスケアマネジメントパート

ナーズ株式会社 取締役

2012年６月 丸の内キャピタル株式会社 代表

取締役副社長

2020年２月 株式会社竹尾 取締役（経営戦略

室・経理部・海外部・情報システ

ム部管掌）

2022年２月 同社 常務取締役

2023年６月 児玉化学工業株式会社 取締役

（経営管理統括）

2024年12月 ハウデングループジャパン株式会

社 社外監査役（現任）

2025年７月 当社取締役（監査等委員）（現

任）

2025年７月 株式会社ＭＡＶＥＬ 監査役（現

任）

(注)３ 350
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

取締役

（監査等委員）
横山　隆 1981年１月17日生

2007年９月 最高裁判所 司法修習生 和歌山地

方裁判所配属

2009年１月 弁護士登録

大塚製薬株式会社入社

2019年３月 当社監査役

2019年４月 虎ノ門法律経済事務所入所

2019年９月 ととのい法律事務所開設 代表

2019年９月 共創設計株式会社設立 代表取締

役(現任)

2020年５月 せとうち法律事務所開設 代表

（現任）

2020年９月 光陽産業株式会社 取締役

2023年７月 当社取締役（監査等委員）（現

任）

2025年２月 法律事務所テオ開設 代表（現

任）

(注)３ 5,267

取締役

（監査等委員）
金井　重高 1979年２月４日生

2004年12月 あずさ監査法人（現有限責任あず

さ監査法人）入所

2016年４月 金井公認会計士事務所設立 代表

（現任）

2017年８月 株式会社さくらさくプラス（社

外）監査役（現任）

2018年１月 株式会社日本クラウドキャピタル

（現株式会社FUNDINNO）（社外）

監査役（現任）

2025年７月 当社取締役（監査等委員）（現

任）

(注)３ 273

合計 4,108,079
 

(注) １．取締役澤博史氏、中村繁貴氏、山岸義久氏、横山隆氏及び金井重高氏は、社外取締役であります。

２．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の任期は、2026年７月29日開催の定時株主総会終結の時から選

任後１年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

３．監査等委員である取締役の任期は、2025年７月30日開催の定時株主総会終結の時から選任後２年以内に終了

する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会終結の時までであります。

４．取締役松本将和の所有株式数は、同氏の資産管理会社であるＭＧ合同会社が保有する株式数も含んでおりま

す。取締役千葉知裕の所有株式数は、同氏の資産管理会社である株式会社ＴＭＡＣが保有する株式数も含ん

でおります。
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②　社外役員の状況

当社は独立社外取締役を５名選任しております。

当社は、経営監視機能の客観性及び中立性を確保することを目的として、社外取締役について、専門的な知見

に基づく客観的かつ適切な監督又は監査といった機能及び役割を期待しております。また、当社は社外取締役の

選任について、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の独立性の判断基準等を参考にしており、経歴や当社

との関係を踏まえて、会社法に定める要件に該当し、独立性に問題がない人物を社外取締役として選任しており

ます。

社外取締役澤博史氏は、会社経営者としての長年にわたる豊富な経験と知識を有しており、ITや技術に関する

確かな知見と、コーポレート・ガバナンスに関する卓越した理解があり、当社の経営判断への助言・提言及び業

務執行の監督に適していると判断し、社外取締役として選任しております。同氏は、当社と資本業務提携契約を

締結している株式会社デジタルプラスの社外取締役であります。提出日現在、当社は同社の普通株式（369,100

株）を保有しております。また、当社子会社である株式会社ＭＡＶＥＬと株式会社デジタルプラスの子会社であ

る株式会社デジタルフィンテックの間に取引関係がございます。同氏は、提出日現在、当社株式（4,938株）を保

有しております。それ以外に人的関係、資本的関係、取引関係その他の利害関係はございません。

社外取締役中村繁貴氏は、国内外多数の会社経営者としての長年にわたる豊富な経験と知識を保有しており、

特にITサービスやコンテンツ関連事業における深い見識を有していることから、社外取締役として選任しており

ます。なお、同氏は、提出日現在、当社株式（273株）を保有しておりますが、それ以外に人的関係、資本的関

係、取引関係その他の利害関係はございません。

社外取締役山岸義久氏は、日本の大手商社のコーポレートファイナンス分野で長年の経験があり、財務及び会

計に関する相当程度の専門的知見を有していることから、監査等委員である社外取締役として選任しておりま

す。なお、同氏は、提出日現在、当社株式（350株）を保有しておりますが、それ以外に人的関係、資本的関係、

取引関係その他の利害関係はございません。

社外取締役横山隆氏は、弁護士として豊富な知見と経験によって、客観的かつ公正な立場で監査体制強化の職

務を適切に遂行していただけると判断し、監査等委員である社外取締役として選任しております。なお、同氏

は、提出日現在当社株式（5,267株）を保有しておりますが、それ以外に人的関係、資本的関係、取引関係その他

の利害関係はございません。

社外取締役金井重高氏は、公認会計士の資格を有し、財務及び会計に関する専門的見地から適宜助言を行うと

ともに、内部管理体制や監査体制の強化を進めてきた経験を保有していることから、監査等委員である社外取締

役として選任しております。なお、同氏は、提出日現在、当社株式（273株）を保有しておりますが、それ以外に

人的関係、資本的関係、取引関係その他の利害関係はございません。

 
③　社外取締役による監督又は監査と内部監査、監査等委員会監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門

との関係

社外取締役については、定期的に常勤監査等委員から内部監査の状況や監査等委員会監査の状況及び会計監査

の状況等について情報共有しております。

また、監査等委員である社外取締役については、原則として毎月１回開催される監査等委員会において常勤監

査等委員から監査等委員会監査の状況、内部監査の状況及び会計監査の状況の情報共有を行っております。ま

た、定期的に会計監査人から直接監査計画や監査手続の概要等について説明を受けるとともに、監査結果の報告

を受けております。
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(3) 【監査の状況】

①　監査等委員会監査の状況

監査等委員は、毎期策定される監査計画書に基づき、取締役会等の重要な会議への出席及び重要な決裁書類の

閲覧等により意思決定の過程を監査するほか、通常業務の執行状況や会計処理に関する監査を行い、原則として

月１回開催される監査等委員会において情報共有を図っております。

また、監査等委員は定期的に内部監査担当者及び会計監査人と意見交換等を行っており、三者間で必要な情報

の共有を図っております。なお、監査等委員（常勤）1名、監査等委員（非常勤）2名の合計３名で構成されてお

ります。

当事業年度において、当社は監査等委員会を17回開催し、個々の監査等委員の出席状況については次のとおり

であります。

区分 氏名 開催回数 出席回数

監査等委員（常勤） 山岸　義久※１ 13回 13回

監査等委員（非常勤） 横山　隆 17回 17回

監査等委員（非常勤） 金井　重高※１ 13回 13回

監査等委員（常勤） 倉本　勤也※２ 4回 4回

監査等委員（常勤） 平塚　睦美※２ 4回 4回
 

（注）１．山岸義久氏、金井重高氏は、2025年７月30日就任後開催の監査等委員会より出席しております。

２．倉本勤也氏、平塚睦美氏は、2025年７月30日開催の定時株主総会の終結の時をもって退任いたしまし

た。

 
監査等委員会における主な検討事項として、監査方針及び監査計画の策定、取締役の職務執行状況、内部統制

システムの整備・運用状況並びに会計監査人の監査の方法及び結果の相当性等であります。

また、監査等委員（常勤）の活動として、取締役等との意思疎通、取締役会その他重要な会議への出席、重要

な決裁書類等の閲覧、内部監査担当者との意思疎通・情報交換、会計監査人からの監査の実施状況・結果の報告

の確認等を行っております。

監査の質向上に向けた取り組みとして、監査等委員会の実効性評価を実施しております。監査等委員会が自ら

の役割と責務を適切に果たしているかを評価し、抽出された課題を翌事業年度の監査活動に反映させることで、

監査機能の一層の強化に努めております。

 
②　内部監査の状況

ａ．内部監査の組織、人員及び手続

内部監査につきましては、内部監査担当者が、内部監査規程に基づき、当社全体を継続的に監査しておりま

す。内部監査担当者は、業務が法令及び定められた社内規程に則って行われていることを担保することを目的と

して、代表取締役による承認を得た内部監査計画に基づいて内部監査を実施しております。

 
ｂ．内部監査、監査等委員会監査及び会計監査の相互連携等

内部監査担当者は、常勤監査等委員及び会計監査人と定期的に連携をとり、監査に必要な情報について、共有

化を図っており、必要に応じて情報交換を行う体制をとっております。

 
c．内部監査の実効性を確保するための取組

内部監査担当者は監査結果を代表取締役に報告するとともに、常勤監査等委員及び会計監査人と定期的に監査

の状況等の情報を共有し、取締役会においても監査の結果を報告しております。また監査対象となった被監査部

門に対して業務改善等のために指摘を行い、後日、改善状況を確認しております。
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③　会計監査の状況

ａ．監査法人の名称

太陽有限責任監査法人

 
ｂ．継続監査期間

2024年４月期以降の３年間

 
c．業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員 業務執行社員　公認会計士　石原　鉄也

指定有限責任社員 業務執行社員　公認会計士　渡部　興市郎

指定有限責任社員 業務執行社員　公認会計士　岩﨑　悟

 
d．監査業務に係る補助者の構成

当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士12名、その他の補助者21名であります。

 
e．監査法人の選定方針と理由

監査等委員会は、監査実績、監査実施体制、品質管理体制及び独立性等を総合的に勘案し、監査の実効性を

確保できるか否かを検討した上で、監査法人を選定する方針としております。

また監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株

主総会に提出する監査法人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

また、監査法人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の

同意に基づき、監査法人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に

招集される株主総会において、監査法人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

 
f．監査等委員会による監査法人の評価

当社の監査等委員会は、監査法人に対して評価を行っております。この評価については、監査法人と定期的

にコミュニケーションを図っており、監査方針や監査計画等について情報交換を実施することで監査法人の監

査実施体制、品質管理体制及び独立性を把握するとともに、監査報酬等を総合的に勘案して評価を実施してお

ります。
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④　監査報酬の内容等

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 78 ― 63 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 78 ― 63 ―
 

（注）前連結会計年度の当社における監査証明業務に基づく報酬には、前連結会計年度に係る追加報酬９百万円が含ま

れております。

 
ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬(a.を除く)

該当事項はありません。

 
ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

 
ｄ．監査報酬の決定方針

監査報酬の決定方針は定めておりませんが、当社の事業規模や特性に照らして、監査計画、監査内容及び監

査日数を勘案し、双方協議のうえ、監査等委員会の同意を得て決定しております。

 
ｅ．監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査等委員会は、会計監査人の監査状況を踏まえたうえ、報酬額は、会計監査人の監査の独立性を確保し

て、当社の規模、リスクの状況等に応じた監査体制、監査時間等での監査品質を維持した監査計画を遂行しう

るものであると判断し、監査報酬等に同意しております。

 

EDINET提出書類

株式会社Ｍａｃｂｅｅ　Ｐｌａｎｅｔ(E35534)

有価証券報告書

 45/121



 

(4) 【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は、2024年7月29日開催の取締役会において、役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する役職ごとの方

針について定めております。取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次の通りであります。

 
（1） 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

　1. 報酬等の額またはその算定方法の決定方針

a.取締役（監査等委員である取締役を除く。）

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等は、金銭による固定報酬に加え、企業価値の持続的

な向上を目的とした譲渡制限付株式報酬により構成する。固定報酬及び譲渡制限付株式報酬は、業績及び貢献

度並びに役位、職責等を総合的に勘案し、指名報酬委員会における答申を踏まえ、株主総会で決議された報酬等

の範囲内で、取締役会において決定する。

 
b.監査等委員である取締役

監査等委員である取締役の個人別の報酬等は、金銭による固定報酬に加え、企業価値の持続的な向上を目的とし

た譲渡制限付株式報酬により構成する。固定報酬及び譲渡制限付株式報酬は、役割及び貢献度等を総合的に勘

案し、指名報酬委員会における答申を踏まえ、株主総会で決議された報酬等の範囲内で、監査等委員である取締

役の協議によって決定する。したがって、監査等委員である取締役の報酬についての決定権限は株主総会で決議

された枠の範囲内において監査等委員会にある。

 
　2. 報酬等の種類ごとの割合の決定方針

金銭による固定報酬及び譲渡制限付株式報酬の割合については、当社の企業価値の持続的な向上を図る健全なイ

ンセンティブとして機能するよう、適切に設定する。

 
　3. 報酬等を与える時期または条件の決定方針

固定報酬は、任期中、毎月定額で支給する。譲渡制限付株式報酬の取締役への具体的な支給時期または条件に関し

て、監査等委員でない取締役については取締役会において決定し、監査等委員である取締役については監査等委員で

ある取締役の協議により決定する。

 
（2） 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する

事項

株主総会決議に基づく報酬の限度額は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）が年額500百万円以内（うち社外

取締役については100百万円以内）（2023年７月27日株主総会決議）、監査等委員である取締役が年額100百万円以内

（2023年７月27日株主総会決議）であります。当該定時株主総会決議時点の取締役員数（監査等委員である取締役を除

く。）は４名、定款上の員数は７名以内、監査等委員である取締役は３名、定款上の員数は４名以内であります。

また、上記報酬枠の内枠で、2025年７月30日開催の第10回定時株主総会決議により、取締役に対する譲渡制限付株

式報酬の限度額は、監査等委員である取締役以外の対象取締役に対して発行又は処分される当社の普通株式の総数

は年間50,000株以内（うち社外取締役分は年間10,000株以内）、その報酬の総額は上記の目的を踏まえ相当と考えられ

る金額として年額100百万円以内（うち社外取締役分は年額20百万円以内）、監査等委員である対象取締役に対して発

行又は処分される当社の普通株式の総数は年間10,000株以内、その報酬の総額は上記の目的を踏まえ相当と考えられ

る金額として年額20百万円以内と決議しております。当該定時株主総会決議時点の取締役員数（監査等委員である取締

役を除く。）は５名、定款上の員数は７名以内、監査等委員である取締役は３名、定款上の員数は４名以内であります。

 
（3） 当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由

取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、経営内容、世間水準、社員給与等のバランス及び責任の度合

等を考慮して定めることとしており、取締役会として当社が定める決定方針に沿うものであると判断しております。
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②　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)固定報酬 業績連動報酬 退職慰労金 非金銭報酬

取締役(監査等委員を
除く）
(うち社外取締役)

136
(8)

125
(7)

－ －
11
（0)

5
(2)

取締役(監査等委員)
(うち社外取締役)

17
(17)

16
 (16)

－ －
0
(0)

5
(5)

 

（注）非金銭報酬等は、譲渡制限付株式報酬であり、当事業年度に費用計上した金額を記載しております。

 
③　役員ごとの連結報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上であるものが存在しないため、記載しておりません。

 
④　使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

該当事項はありません。

 
(5) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、中長

期的な企業価値向上の観点から安定的・長期的な取引関係の維持・強化等のために保有する株式を純投資目的以

外の株式として区分し、専ら株式の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを目的とする株式

を純投資目的である投資株式に区分しております。

 
②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ．保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

当社は、純投資目的以外の目的である投資株式を保有するにあたっては、その保有がステークホルダーとの関

係強化をもたらし、中長期的視点で当社の企業価値向上に資するものかどうか等を検討しております。

保有株式については、当社取締役会において、個別銘柄ごとに保有目的の適切性や保有に伴う便益及びリスク

が資本コストに見合っているか等を精査し、保有の適否を検証しております。

 
ｂ．銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 4 151

非上場株式以外の株式 3 990
 

 
（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

該当事項はありません。

 
（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

該当事項はありません。
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ｃ．特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

 
特定投資株式

銘柄

当事業年度 前事業年度
保有目的、業務提携等の概要、

定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額

（百万円）

貸借対照表計上額

（百万円）

株式会社デジタ
ルプラス

369,100 369,100

デジタルギフト®を活用したキャンペーンの

企画等、ＬＴＶマーケティングの強化による

成果発生数の増加、それに伴って拡大が見込

める取得データを活用した新たなサービス提

供による新たな顧客価値の創出、インター

ネットメディアに対する提供価値及び企業価

値向上を目的として資本業務提携契約を締結

したことに伴い、同社株式を保有しておりま

す。

無

764 256

株式会社プロ
ジェクトホール
ディングス

150,000 150,000
マーケティング領域におけるサービス拡大を

図り業務連携をより密にすることを目的とし

て資本業務提携契約を締結したことに伴い、

同社株式を保有しております。

無

156 206

株式会社ＦＵＮＤ
ＩＮＮＯ

100,000 100,000 ＬＴＶマーケティング事業において、継続的
な取引関係の維持、強化を目的に保有してお
ります。

無
69 17

 

（注）特定投資株式における定量的な保有効果については記載が困難であります。保有する特定投資株式について

は、保有方針に沿った目的であることを個別銘柄ごとに保有の意義を精査し、検証しております。

 
③　保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。

 
④　当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

　該当事項はありません。

 

⑤　当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変

更したもの

　該当事項はありません。
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５ 【従業員の状況等】

(1) 【人材戦略に関する基本方針等】

当社グループは、「夢・目標を共に実現し続ける組織に」という企業理念を掲げ、従業員に内在する知識や能力

を中長期的な企業価値向上の源泉となる「人的資本」と位置付け、事業成長を支える最重要の経営資源として人材

戦略を推進しております。

当社のコアコンピタンスである「ＬＴＶ（ライフタイムバリュー）マーケティング」の進化と拡張、および積極

的なＭ＆Ａの推進による非連続な成長という経営戦略を達成するためには、アドテクノロジーやデータ解析ロジッ

クの精緻化と同時に、個々の専門性と組織的な実行力の最大化が不可欠であります。とりわけ、生成ＡＩをはじめ

とするテクノロジーの急速な進化が事業環境を根本から変容させている現在、既存事業の強化にとどまらず、変化

する市場環境に対応した機動的な執行体制と次世代を担うリーダーの育成・登用が、グループ全体の中長期的成長

を左右する最重要課題であると認識しております。広告主のビジネスを深く理解し、事業成長の伴走者となれる高

度なプロフェッショナル人材の獲得・育成を通じ、持続的な企業価値の最大化を目指してまいります。

 
① 人材育成に関する方針

当社グループでは、持続的な事業拡大とグループ全体のシナジー最大化に向けて、従業員が仕事を通じて自律的

に成長を実感できる環境の構築を目指し、以下の通り人材の確保および育成に関する施策を推進しております。

 
・プロフェッショナル人材の獲得と育成

採用選考のプロセスにおいて現場の従業員が直接携わることで、当社の価値観（バリュー）に共感し、高い主体

性を持って自走できる優秀な人材の早期獲得に努めています。入社初期における組織へのスムーズな定着（オン

ボーディング）を重視し、各種オリエンテーションやフォローアップ面談を仕組み化して早期の戦力化を支援して

います。また、定期的な1on1面談を制度として運用し、上長と部下の継続的な対話を通じた個別の成長支援と早期

課題発見に取り組んでいます。

 
・意欲と能力に応じた積極的な登用・抜擢

組織の規模が拡大した場合においても、ベンチャー企業としての意思決定の迅速性と柔軟性を維持することを重

視しております。中途採用人材やＭ＆Ａによりグループに参画した人材も含め、意欲と能力のある人材に対して

は、年齢や年次、元の所属等に捉われず、重要なポジションへの抜擢や子会社の経営を任せるなど、挑戦的な成長

機会を積極的に提供しています。この方針は、生成ＡＩをはじめとする技術変革への対応を加速するため、グルー

プ内外を問わず次世代を担うリーダーに対して経営の全責任を委ねる形での権限委譲として、実際の経営体制にお

いても実践・体現しております。

 
・グループシナジーを活かしたノウハウの融合

Ｍ＆Ａを通じてグループに加わった各社が有する多様な知見や顧客基盤、マーケティング人材を有機的に融合

し、グループ横断での教育機会の拡充や情報共有の活性化を進めています。あわせて、事業環境の変化に応じたグ

ループ会社・組織の再編・最適化を機動的に推進できる体制を整備し、各グループ会社の人材が事業ポートフォリ

オの変革期においても継続的に成長機会を得られる環境の構築に取り組んでまいります。

 

② 社内環境整備に関する方針

多様なバックグラウンドを持つ従業員が、心身ともに健康で、中長期的に安心して高いパフォーマンスを発揮で

きるよう、「心理的安全性の確保」と「持続可能な働き方」に重点を置いた職場環境を整備しております。

 
・オープンコミュニケーションによる透明性の確保

組織の透明性を高め、情報格差をなくすため、社内コミュニケーションにおけるオープンなやり取りを推奨して

います。これにより、迅速な意思決定と風通しの良い組織風土を醸成し、ハラスメントの未然防止や従業員のコン

ディションの適時把握に努めています。
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・健康経営の実践

法令を遵守し、一人ひとりが健康かつ安全に働き続けられる職場環境を整備します。過度な長時間労働を抑制す

るためのモニタリング体制の運用、定期健康診断の受診徹底など、従業員の心身の健康維持を持続的な成長の基盤

と捉えて取り組みを推進しています。

 
・多様性ある人材活用の推進

性別、年齢、障がいの有無、その他あらゆる個人の属性や背景に関わらず、多様な人材が公平に挑戦し、活躍で

きる環境づくりに取り組んでおり、採用や処遇における不当な差別の排除を徹底しています。育児・介護をはじめ

とする多様なライフステージを迎える従業員が、中長期的にキャリアを断絶することなく活躍できるよう、育児・

介護休業の取得促進やフレキシブルな勤務形態の整備を通じてサポートしてまいります。

 
③ 従業員の給与等の額及び内容の決定に関する方針

当社は、グループ全体の経営戦略の策定、統括、並びに子会社の管理・指導を行う「持株会社」体制を敷いてお

ります。この事業および組織構造の特性を踏まえ、従業員の給与等の処遇の決定に当たっては、単一の事業成果の

みならず、グループ連結全体の持続的な業績拡大や企業価値向上への貢献度、および個々に任された役割・職責の

大きさを公正かつ客観的に反映する報酬体系としております。

具体的な処遇の決定に当たっては、年齢、性別、国籍、元の所属（Ｍ＆Ａによる参画を含む）などの属性に捉わ

れることなく、実力主義および成果への正当な評価を報酬制度の中核としております。人事評価は、業務上の成

果・遂行状況を評価する「業務評価」と、当社グループが掲げる行動指針（Value）の体現状況を評価する「Value

評価」により構成しており、中長期的にグループの成長を牽引する組織風土の構築に向け、成果に至るプロセス

（行動)を含めて総合的に勘案し決定しております。

また、グループの非連続な成長を支える優秀なマーケティング人材・専門人材の獲得および定着（リテンショ

ン）を図り、従業員エンゲージメントを向上させるため、労働市場において十分な競争力のある給与水準の維持・

向上に努め、会社の拡大成果を適切に給与や賞与等へ反映・還元することをグループ共通の方針としております。

 
(2) 【従業員の状況】

① 連結会社の状況

 2026年４月30日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

ＬＴＶマーケティング事業
104
(32)

その他
13
(2)

全社(共通)
84
(1)

合計
201
(35)

 

(注) １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用人員(契約社員及びアルバイト含む。)は、年間の平均人員を(外書)で

記載しております。

２．全社(共通)は、主にシステム開発部門及び管理部門の従業員であります。
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② 提出会社の状況

    2026年４月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)
平均年間給与の対前
事業年度増減率(％)

42(1) 35.9 3.2 8,985 19.5
 

 
セグメントの名称 従業員数(名)

全社(共通)
42
(1)

合計
42
(1)

 

(注) １．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用人員(契約社員及びアルバイト

含む。)は、年間の平均人員を(外書)で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社(共通)は、主にシステム開発部門及び管理部門の従業員であります。

 
③ 最大人員会社の状況

(a)．当事業年度における従業員数が最も多い会社

株式会社All Ads

2026年４月30日現在 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)
平均年間給与の対前

事業年度増減率(％)

83(27) 29.2 3.6 5,905 3.7
 

(注) １．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用人員(契約社員及びアルバイト

含む。)は、年間の平均人員を(外書)で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 
(b)．上記(a)の会社の次に従業員数が多い会社

株式会社ＭＡＶＥＬ

2026年４月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 平均年間給与の対前
事業年度増減率(％)

29(2) 30.7 3.3 6,919 ▲1.3
 

(注) １．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く。）であり、臨時雇用人員(契約社員及びアルバイト

含む。)は、年間の平均人員を(外書)で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

 
④ 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

 
⑤ 管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

提出会社及び連結子会社は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）」及び

「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号）」の規定によ

る公表義務の対象ではないため、記載を省略しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)第1条の2第1号に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことか

ら、第312条の規定により、国際会計基準(以下「IFRS」)に準拠して作成しています。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2025年５月１日から2026年４月30日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2025年５月１日から2026年４月30日まで)の財務諸表について、太陽有限責任監査法

人により監査を受けております。

 
３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組及びIFRSに基づいて連結財務諸表等を適正に

作成することができる体制の整備について

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組及びIFRSに基づいて連結財務諸表等を適正に作成す

ることができる体制の整備を行っております。その内容は、以下のとおりです。

(1) 会計基準等の内容を適切に把握し、会計基準等の変更等に適時かつ的確に対応することができる体制を整備する

ため、公益財団法人財務会計基準機構が公表する会計基準等に係る情報を適時に取得するとともに、監査法人等が主

催するセミナーへ参加し情報収集に努めております。

(2) IFRSの適用については、国際会計基準審議会が公表するプレスリリースや基準書を随時入手し、最新の基準の把

握を行っております。また、IFRSに基づく適正な連結財務諸表等を作成するために、IFRSに準拠したグループ会計方

針及び会計指針を作成し、それらに基づいて会計処理を行っております。当社は、会計基準等の内容を適切に把握

し、会計基準等の変更等について連結財務諸表等に的確に反映する体制を構築するため、公益財団法人財務会計基準

機構へ加入し、セミナーへ参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結財政状態計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

資産    

流動資産    

現金及び現金同等物 8 7,506 7,311

営業債権及びその他の債権 9,33 8,266 8,754

その他の流動資産 10 603 443

その他の金融資産 15 － 62

流動資産合計  16,376 16,571

    

非流動資産    

有形固定資産 11,13,14 581 390

のれん 12,14 3,312 3,930

無形資産 12,14 466 391

その他の金融資産 15,33 1,797 2,540

繰延税金資産 16 378 166

その他の非流動資産 10 154 101

非流動資産合計  6,691 7,520

資産合計  23,068 24,091
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(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

負債及び資本    

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務 17,33 6,110 5,798

借入金 18,33 1,577 1,865

リース負債 20 184 148

その他の金融負債 19,33 21 12

未払法人所得税 16 975 320

その他の流動負債 22 336 390

流動負債合計  9,205 8,536

    

非流動負債    

借入金 18,33 1,086 2,379

リース負債 20 317 180

その他の金融負債 19 110 81

引当金 21 82 82

繰延税金負債 16 36 138

非流動負債合計  1,633 2,863

負債合計  10,839 11,400

資本    

資本金 24 2,635 2,635

資本剰余金 24 2,629 2,623

利益剰余金 24 9,249 11,327

自己株式 24 △2,131 △4,003

その他の資本の構成要素 24 △230 31

親会社の所有者に帰属する
持分合計

 12,152 12,614

非支配持分 24 76 76

資本合計  12,229 12,691

負債及び資本合計  23,068 24,091
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
至　2026年４月30日)

    

売上収益 ６,26 51,675 50,579

売上原価  42,438 41,937

売上総利益  9,236 8,642

販売費及び一般管理費 27 4,041 4,991

その他の収益  1 13

その他の費用  25 13

営業利益  5,171 3,650

金融収益 28 22 126

金融費用 28 121 159

税引前当期利益  5,072 3,617

法人所得税費用 16 1,626 1,263

当期利益  3,445 2,354

    

当期利益の帰属    

親会社の所有者  3,443 2,353

非支配持分  2 0

当期利益  3,445 2,354

    

１株当たり当期利益 30   

基本的１株当たり当期利益（円）  243.41 169.49

希薄化後１株当たり当期利益（円）  - -
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【連結包括利益計算書】

(単位：百万円)

 
 

注記
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
至　2026年４月30日)

当期利益  3,445 2,354

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する金融資産

29 15 285

項目合計  15 285

純損益にその後に振り替えられる可能性のあ
る項目

   

その他の包括利益を通じて公正価値で測定
する金融資産

 - -

項目合計  - -

その他の包括利益合計 29 15 285

当期包括利益  3,461 2,640

    

当期包括利益の帰属    

親会社の所有者  3,459 2,639

非支配持分  2 0

当期包括利益  3,461 2,640
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③ 【連結持分変動計算書】

前連結会計年度(自　2024年５月１日　至　2025年４月30日)

(単位：百万円)

  親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分
資本

合計 注記 資本金
資本

剰余金

利益

剰余金

自己

株式

その他の資本

の構成要素
合計

2024年５月１日  2,635 2,629 6,077 △693 △145 10,503 74 10,578

当期利益  ― ― 3,443 ― ― 3,443 2 3,445

その他の
包括利益

 ― ― ― ― 15 15 ― 15

当期包括利益  ― ― 3,443 ― 15 3,459 2 3,461

自己株式の
取得

24 ― ― ― △1,622 ― △1,622 ― △1,622

譲渡制限付株式
報酬

24 ― △20 ― 184 △101 63 ― 63

配当金 25 ― ― △250 ― ― △250 ― △250

利益剰余金から
資本剰余金への
振替

 ― 20 △20 ― ― ― ― ―

その他  ― ― ― ― ― ― ― ―

所有者との

取引額等合計
 ― ― △271 △1,438 △101 △1,810 ― △1,810

2025年４月30日  2,635 2,629 9,249 △2,131 △230 12,152 76 12,229
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当連結会計年度(自　2025年５月１日　至　2026年４月30日)

(単位：百万円)

  親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分
資本

合計 注記 資本金
資本

剰余金

利益

剰余金

自己

株式

その他の資本

の構成要素
合計

2025年５月１日  2,635 2,629 9,249 △2,131 △230 12,152 76 12,229

当期利益  ― ― 2,353 ― ― 2,353 0 2,354

その他の
包括利益

 ― ― ― ― 285 285 ― 285

当期包括利益  ― ― 2,353 ― 285 2,639 0 2,640

自己株式の
取得

24 ― ― ― △2,003 ― △2,003 ― △2,003

譲渡制限付株式
報酬

24 ― △26 ― 132 △23 82 ― 82

配当金 25 ― ― △249 ― ― △249 ― △249

利益剰余金から
資本剰余金への
振替

 ― 26 △26 ― ― ― ― ―

その他  ― △6 ― ― ― △6 ― △6

所有者との

取引額等合計
 ― △6 △276 △1,871 △23 △2,177 ― △2,177

2026年４月30日  2,635 2,623 11,327 △4,003 31 12,614 76 12,691
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

 注記
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
至　2026年４月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期利益  5,072 3,617

減価償却費及び償却費  282 302

金融収益及び金融費用  99 32

営業債権及びその他の債権の増減額（△は
増加）

 △4,014 △412

営業債務及びその他の債務の増減額（△は
減少）

 1,138 △402

その他の増減額  △323 116

小計  2,255 3,254

利息及び配当金の受取額  8 10

利息の支払額  △40 △40

法人所得税の支払額  △2,563 △1,880

法人所得税の還付額  ― 281

営業活動によるキャッシュ・フロー  △341 1,625

    

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △30 △30

貸付けによる支出  △297 △120

貸付金の回収による収入  143 26

その他の金融資産の取得による支出  △193 △222

その他の金融資産の売却による収入  ― 33

子会社の取得による支出 ７ △661 △590

その他  0 ―

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,037 △903

    

財務活動によるキャッシュ・フロー 20   

短期借入金の純増減額（△は減少）  61 △37

長期借入れによる収入  ― 2,000

長期借入金の返済による支出  △455 △436

リース負債の返済による支出  △175 △189

自己株式の取得による支出  △1,622 △2,003

配当金の支払額  △249 △249

財務活動によるキャッシュ・フロー  △2,442 △917

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △3,820 △195

現金及び現金同等物の期首残高 ８ 11,327 7,506

現金及び現金同等物の期末残高 ８ 7,506 7,311
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【連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社Ｍａｃｂｅｅ　Ｐｌａｎｅｔ（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社です。登記上の本社の

住所は東京都渋谷区渋谷三丁目11番11号です。2026年４月30日に終了する連結財務諸表は、当社及びその子会社（以

下「当社グループ」という。）、並びに当社グループの関連会社に対する持分から構成されております。当社グルー

プは主にインターネットを活用した販売促進、集客、知名度向上を目指す企業に対して、データ解析プラットフォー

ムやＷｅｂホスピタリティツールを用いて、「ＬＴＶを予測し、ＲＯＩの最適化を実現するため、マーケティングの

課題解決を行っております（「６．セグメント情報」参照）。

 
２．作成の基礎

(1) IFRSに準拠している旨

連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２第１号に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすこ

とから、同第312条の規定によりIFRSに準拠して作成しております。

 

(2) 測定の基礎

連結財務諸表は、公正価値で測定する金融商品等を除き取得原価を基礎として作成しております。

 

(3) 機能通貨及び表示通貨

連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円（百万円単位、単位未満切捨て)で表示しております。

 
３．重要性がある会計方針

(1) 連結の基礎

①　子会社

連結財務諸表には、すべての子会社を含めております。子会社は、当社グループにより支配されている企業

（パートナーシップ等の法人格のない事業体を含む）をいいます。当社グループが以下の各要素をすべて有して

いる場合にのみ、投資先を支配していると考えております。

・投資先に対するパワー

・投資先への関与により生じる変動リターンに対するエクスポージャー又は権利

・投資者のリターンの額に影響を及ぼすように投資先に対するパワーを用いる能力

当社グループによる支配の有無は、議決権又は類似の権利の状況や投資先に関する契約内容などに基づき、総

合的に判断しております。

子会社の収益及び費用は、子会社の取得日から連結財務諸表に含めております。

子会社の決算日は当社の決算日と一致しております。当社及び子会社は、類似の状況における同様の取引及び

事象に関し、統一した会計方針を用いて作成しております。

当社グループ内の残高、取引高、収益及び費用は、重要性が乏しい場合を除き、全額を相殺消去しておりま

す。包括利益は、非支配持分が負の残高となる場合であっても、親会社の所有者と非支配持分とに帰属させてお

ります。

子会社に対する所有持分の変動のうち、子会社に対する支配の喪失とならないものについては、資本取引とし

て処理しております。支配を喪失した場合には、支配の喪失から生じた利得又は損失は純損益で認識しておりま

す。
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②　関連会社

関連会社とは、当社グループがその財務及び経営の方針に関する意思決定に対して、重要な影響力を有する

が、支配的持分は有しない企業をいいます。一般的に、当社グループが議決権の20％から50％を保有する場合に

は、重要な影響力があると推定しております。

関連会社への投資は、持分法により会計処理しております。関連会社の決算日は当社の決算日と一致しており

ます。関連会社の会計方針が当社グループの会計方針と異なる場合は、必要に応じて当該関連会社の財務諸表に

調整を加えております。

関連会社の持分取得に伴い生じたのれんは、当該投資の帳簿価額に含められており、持分法で会計処理されて

いる投資全体に関して減損テストを行っております。投資が減損している可能性が示唆されている場合には、投

資全体の帳簿価額について、回収可能価額（使用価値と売却コスト控除後の公正価値のうち高い方）を帳簿価額

と比較することにより、減損テストを行っております。当該減損損失の戻入れは、投資の回収可能価額がその後

に増加した範囲で認識しております。

 
(2) 企業結合

企業結合は、取得法を用いて会計処理をしております。

取得対価は、取得企業が移転した資産、引き受けた負債及び発行した資本持分の取得日公正価値の合計額で測定

しております。

被取得企業の識別可能な資産、負債及び偶発負債は、次を除いて、取得日の公正価値で測定しております。

・繰延税金資産（又は繰延税金負債）及び従業員給付契約に関連する負債又は資産は、それぞれIAS第12号「法人

所得税」及びIAS第19号「従業員給付」に従って認識し測定しております。

・被取得企業の株式報酬取引に係る負債もしくは資本性金融商品、又は被取得企業の株式報酬取引の取得企業の

株式報酬取引への置換えに係る負債もしくは資本性金融商品に係る部分については、IFRS第２号「株式報酬」

の方法に従って取得日現在で測定しております。

・IFRS第５号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」に従って売却目的に分類される資産又は処分グ

ループは、当該基準書に従って測定しております。

のれんは、取得対価、被取得企業の非支配持分の金額、及び取得企業が以前に所有していた被取得企業の資本持

分の公正価値の合計金額が、取得日時点における識別可能な資産及び負債の正味価額を上回る場合に、その超過額

として測定しております。この差額が負の金額である場合には、直ちに純損益として認識しております。

非支配持分は、公正価値で測定するか又は識別可能な純資産の認識金額の比例持分で測定するかを個々の企業結

合ごとに選択しております。

企業結合を達成するために発生した取得関連コストは、発生時に費用として認識しております。

 

企業結合が生じた報告期間の末日までに企業結合の当初の会計処理が完了していない場合には、会計処理が完了

していない項目について暫定的な金額で連結財務諸表上認識しております。測定期間中、取得日時点で存在し、そ

れを知っていたならば取得日時点で認識した金額の測定に影響したであろう事実及び状況について入手した新しい

情報を反映するために、取得日時点で認識した暫定的な金額を遡及修正します。測定期間は取得日から１年を超え

ることはありません。

 

共通支配下における企業結合

共通支配下における企業結合とは、すべての結合企業又は結合事業が最終的に企業結合の前後で同じ当事者に

よって支配され、その支配が一時的なものではない企業結合をいいます。当社グループは共通支配下における企業

結合取引について、帳簿価額に基づき会計処理しております。
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(3) 外貨換算

①　外貨建取引

外貨建取引については、当初認識時に取引日における直物為替レートにより機能通貨に換算しております。期

末日における外貨建貨幣性項目は決算日レートを用いて機能通貨に換算し、外貨建非貨幣性項目は取得原価で測

定されているものは取引日の為替レート、公正価値で測定されているものは、公正価値が測定された日の為替

レートを用いて換算しております。

貨幣性項目の為替差額は、発生する期間の純損益に認識しております。ただし、非貨幣性項目の利得又は損失

がその他の包括利益に認識される場合は、当該為替差額もその他の包括利益に認識しております。

 
(4) 金融商品

①　非デリバティブ金融資産

(a) 当初認識及び測定

非デリバティブ金融資産は、契約条項の当事者となった取引日に当初認識しております。営業債権及びその

他の債権については、これらの発生日に当初認識しております。

金融資産について、償却原価で測定する金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資

産、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に、当初認識時において分類しております。

当初認識時において、金融資産をその公正価値で測定し、金融資産が純損益を通じて公正価値で測定するも

のでない場合には、金融資産の取得に直接起因する取引コストを加算しております。純損益を通じて公正価値

で測定する金融資産の取引コストは、純損益に認識しております。

 

(ⅰ)償却原価で測定する金融資産

以下の条件がともに満たされる場合には、償却原価で測定する金融資産に分類しております。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とする事業モデルに基

づいて、金融資産が保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが

所定の日に生じる。

(ⅱ)その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

償却原価で測定する金融資産、又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債性金融資産以外

の金融資産のうち、当初認識時に事後の公正価値の変動をその他の包括利益に表示するという取消不能な

選択をした資本性金融資産については、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産に

分類しております。

(ⅲ)純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

償却原価で測定する金融資産又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産以外の金融資

産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しております。

 

ただし、純損益を通じて公正価値で測定しない金融資産に対し、純損益を通じて公正価値で測定する金融資

産として指定することにより、会計上のミスマッチを取り除く又は大幅に低減する場合には、当初認識時に、

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産として指定する取消不能な選択をする場合があります。
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(b) 事後測定

金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおりに測定しております。

(ⅰ)償却原価で測定する金融資産

償却原価で測定する金融資産については、実効金利法による償却原価で測定しております。また、償却

原価で測定する金融資産に係る利息発生額は連結損益計算書の「金融収益」に含まれております。

(ⅱ)その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産に係る公正価値の変動額は、その他の包

括利益として認識しております。当該金融資産の認識の中止が行われる場合、又は公正価値が著しく下落

した場合、過去に認識したその他の包括利益は利益剰余金に直接振り替えております。なお、当該金融資

産からの配当金については純損益として認識しております。

(ⅲ)純損益を通じて公正価値で測定する金融資産

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産については、当初認識後は公正価値で測定し、その変動額

は純損益として認識しております。

 

(c) 金融資産の減損

償却原価で測定する金融資産、リース債権、契約資産及びその他の包括利益を通じて公正価値で測定する負

債性金融資産に係る予想信用損失に対する損失評価引当金を認識しております。

当社グループは、四半期ごとに、金融資産の信用リスクが当初認識以降に著しく増大している場合には、当

該金融資産に係る損失評価引当金を全期間の予想信用損失に等しい金額で測定しております。金融資産に係る

信用リスクが当初認識以降に著しく増大していない場合には、当該金融資産に係る損失評価引当金を12か月の

予想信用損失に等しい金額で測定しております。金融資産に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増大して

いるか否かは、当初認識時における債務不履行発生リスクと各四半期における債務不履行発生リスクを比較し

て判断しております。これには、以下の利用可能な合理的かつ裏付けのための将来の見通しに関する情報を考

慮しております。

・内部信用格付、外部信用格付

・借手の営業成績の実際の又は予想される著しい変化

・借手の規制環境、経済環境又は技術環境の実施の又は予想される著しい不利な変化のうち、借手債務を履

行する能力の著しい変化を生じさせるもの

・同一の借手の他の金融商品に係る信用リスクの著しい増大

・債務の裏付となっている担保の価値又は第三者の保証もしくは信用補完の質の著しい変化

・期日経過の情報

発行者又は債務者の重大な財政的困難、契約上の支払の期日経過が長期にわたる延滞など金融資産の見積将

来キャッシュ・フローに不利な影響を与える事象が生じた場合に債務不履行が生じていると判断しておりま

す。

債務不履行に該当した場合は信用減損の客観的な証拠が存在すると判断し、信用減損金融資産に分類してお

ります。

ただし、営業債権及びその他の債権については、常に、損失評価引当金を全期間の予想信用損失に等しい金

額で測定しております。

金融商品の予想信用損失は、以下のものを反映する方法で見積っております。

・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額

・貨幣の時間価値

・過去の事象、現在の状況及び将来の経済状況の予測についての、報告日において過大なコストや労力をか

けずに利用可能な合理的で裏付け可能な情報

金融資産に係る損失評価引当金の繰入額は、純損益で認識しております。貸倒が法的に確定した段階で、予

想信用損失を帳簿価額から直接償却しております。損失評価引当金を減額する事象が発生した場合は、損失評

価引当金の戻入額を純損益で認識しております。ただし、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する負債

性金融資産に対する損失評価引当金の繰入額は、その他の包括利益で認識しております。

 

(d) 認識の中止

金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が失効した場合、又は、当該金融資産の所有
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に係るリスク及び便益を実質的にすべて移転する取引において、金融資産から生じるキャッシュ・フローを受

け取る契約上の権利を移転する場合に、当該金融資産の認識を中止しております。

 
②　非デリバティブ金融負債

(a) 当初認識及び測定

非デリバティブ金融負債は、契約条項の当事者となった取引日に当初認識し、償却原価で測定する金融負債

と純損益を通じて公正価値で測定する金融負債に分類しております。すべての金融負債は公正価値で当初測定

しておりますが、償却原価で測定する金融負債については、その発行に直接起因する取引コストを控除した金

額で測定しております。

 

(b) 事後測定

(ⅰ)償却原価で測定する金融負債

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債以外の金融負債については、割引の効果の重要性が乏しい

金融負債を除き、実効金利法を用いて償却原価で測定しております。また、償却原価で測定する金融負債

に係る利息発生額は連結損益計算書の「金融費用」に含まれております。

 

(ⅱ)純損益を通じて公正価値で測定する金融負債

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債については、公正価値で測定し、その変動については当期

の純損益として認識しております。純損益を通じて公正価値で測定される金融負債は条件付対価契約に関

する金融負債を含んでおります。

 
(c) 認識の中止

金融負債が消滅した時、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消、又は失効となった場合に、金融

負債の認識を中止しております。

 
③　金融商品の相殺

金融資産及び金融負債は、認識された金額を相殺する強制可能な法的権利を有し、かつ純額で決済するか又

は資産の実現と負債の決済を同時に行う意図を有する場合にのみ、連結財政状態計算書上で相殺し、純額で表

示しております。

 
(5) 現金及び現金同等物

現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動リス

クを負わない取得日から３か月以内に満期日又は償還期限の到来する短期投資からなっております。
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(6) 有形固定資産（使用権資産を除く）

有形固定資産は、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で計上

しております。

取得原価には、購入価格（輸入関税及び還付されない取得税を含み、値引及び割戻しを控除後）、当該資産を意

図した方法で稼働可能にするために必要な場所及び状態におくことに直接起因するコスト及び資産化に適格な借入

コスト、並びに、当該資産項目の解体及び除去コスト並びに敷地の原状回復コストが含まれております。

有形固定資産の取得原価から残存価額を控除した償却可能額を耐用年数にわたって、主として定額法により減価

償却しております。主な有形固定資産の耐用年数は、以下のとおりです。

建物附属設備 ６～18年

工具、器具及び備品 ３～10年
 

なお、見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、各連結会計年度末に見直しを行い、変更があった場合は、

会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。

 
(7) のれん及び無形資産

①　のれん

当初認識時におけるのれんの測定については、「(2) 企業結合」に記載しております。当初認識後ののれんに

ついては、取得原価から減損損失累計額を控除した価額で計上しております。

減損については、「(9) 非金融資産の減損」に記載しております。

②　無形資産

無形資産は、原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額で計上してお

ります。

(a) 個別に取得した無形資産

個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しております。

(b) 企業結合で取得した無形資産

企業結合で取得した無形資産の取得原価は、取得日現在の公正価値で測定しております。

(c) 自己創設無形資産（開発資産）

開発（又は内部プロジェクトの開発局面）における支出は、以下のすべてを立証できる場合に限り資産とし

て認識することとしており、その他の支出はすべて発生時に費用処理しております。

・使用又は売却できるように無形資産を完成させることの技術上の実行可能性

・無形資産を完成させ、さらにそれを使用又は売却するという企業の意図

・無形資産を使用又は売却できる能力

・無形資産が蓋然性の高い将来の経済的便益を創出する方法

・無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用又は売却するために必要となる、適切な技術上、財務上及

びその他の資源の利用可能性

・開発期間中の無形資産に起因する支出を、信頼性をもって測定できる能力

 

耐用年数を確定できる無形資産は、当該資産の耐用年数にわたり定額法により償却しております。償却は、当

該資産が使用可能となった時点に開始しております。主な無形資産の耐用年数は、以下のとおりです。

ソフトウエア（自社利用分） ３～５年

顧客関連資産 ９年
 

なお、見積耐用年数、残存価額及び償却方法は、各連結会計年度末に見直しを行い、変更があった場合は、会

計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。
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(8) リース

当社グループは、契約の開始時に、当該契約がリース又はリースを含んだものであるのかどうかを判定しており

ます。契約が特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転する場合には、当該契約

はリースであるか又はリースを含んでおります。

ⅰ．借手としてのリース

リースの開始日において、使用権資産及びリース負債を認識しております。

使用権資産は開始日においてリース負債の当初測定額に当初直接コスト等を調整した取得原価で当初測定し、

当初認識後は減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で測定しております。使用権資産は、リース期

間にわたり規則的に減価償却をしております。リース期間は、リースの解約不能期間に、行使することが合理的

に確実な延長オプション又は行使しないことが合理的に確実な解約オプションの期間を加えて決定しておりま

す。

リース負債は、開始日において同日現在で支払われていないリース料を割り引いた現在価値で測定しておりま

す。通常、追加借入利子率を割引率として用いております。開始日後においては、リース負債に係る金利や、支

払われたリース料を反映するようにリース負債の帳簿価額を増減しております。リース負債を見直した場合又は

リースの条件変更が行われた場合には、リース負債を再測定し使用権資産を修正しております。

なお、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び原資産が少額のリースについては、使用権資産及びリース負

債を認識せず、リース料をリース期間にわたり定額法により費用認識しております。

 

ⅱ．貸手としてのリース

当社グループは、貸手として、従業員への社宅の賃貸をしており、サブリースのリース期間がヘッドリースの

リース期間と同一のサブリースであり、リスクと経済価値が実質的にすべて移転しているものとしてファイナン

ス・リースへ分類しております。リース投資未回収額を連結財政状態計算書に有形固定資産又はその他の資産と

して計上しております。

 

(9) 非金融資産の減損

棚卸資産及び繰延税金資産を除く非金融資産は、期末日ごとに減損の兆候の有無を判断しております。減損の兆

候が存在する場合には、当該資産の回収可能価額を見積っております。耐用年数を確定できない無形資産又は未だ

使用可能ではない無形資産、及び企業結合で取得したのれんについては毎年同じ時期に見積っております。

資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と処分コスト控除後の公正価値のうち、いずれか大きい方の

金額としております。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値及び当該資産

の固有のリスクを反映した税引前割引率を用いて現在価値に割り引いております。減損テストにおいて個別にテス

トされない資産は、継続的な使用により他の資産又は資産グループのキャッシュ・インフローから、概ね独立した

キャッシュ・インフローを生成する最小の資金生成単位に結合しております。のれんの減損テストを行う際には、

のれんが配分される資金生成単位を、のれんが関連する最小の単位を反映して減損がテストされるように結合して

おります。企業結合により取得したのれんは、結合のシナジーが得られると期待される資金生成単位グループに配

分しております。

当社グループの全社資産は、独立したキャッシュ・インフローを生成いたしません。全社資産に減損の兆候があ

る場合、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を決定しております。

減損損失は、資産又は資金生成単位の帳簿価額が見積回収可能価額を超過する場合に純損益として認識しており

ます。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まずその単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額するよう

に配分し、次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額比例的に減額いたします。

のれんに関連する減損損失は戻し入れいたしません。その他の資産については、過去に認識した減損損失は、毎

期末日において損失の減少又は消滅を示す兆候の有無を評価しております。回収可能価額の決定に使用した見積り

が変化した場合は、減損損失を戻し入れております。減損損失は、減損損失を認識しなかった場合の帳簿価額から

必要な減価償却費及び償却費を控除した後の帳簿価額を超えない金額を上限として戻し入れております。
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(10) 引当金

過去の事象の結果として、現在の法的債務又は推定的債務が存在し、その決済により経済的便益をもつ資源が流

出する可能性が高く、その債務の金額が信頼性をもって見積ることができる場合に、引当金を認識しております。

引当金は、報告期間の末日における現在の債務を決済するために要する支出（将来キャッシュ・フロー）の最善

の見積りを行い測定しております。貨幣の時間的価値の影響に重要性がある場合には、見積られた将来キャッ

シュ・フローをその負債に固有のリスクを反映させた税引前の割引率で割り引いた現在価値で測定しております。

時の経過に伴う割引額の割戻しは、金融費用として認識しております。

なお、引当金の主な内容は以下のとおりです。

①　資産除去債務

資産除去債務は、建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等です。資産除去債務は、資産除去に要する

キャッシュ・フローを合理的に見積り、それを将来キャッシュ・フローが発生する時点までの期間に対応した貨

幣の時間価値を反映した無リスクの税引前の利率で割り引いて測定しております。

 

(11) 従業員給付

短期従業員給付

短期従業員給付については、割引計算は行わず、関連するサービスが提供された時点で費用として認識しており

ます。賞与及び有給休暇費用については、当社グループが、従業員から過去に提供された勤務の対価として支払う

べき現在の法的又は推定的債務を負っており、かつ、その金額について信頼性をもって見積ることができる場合、

それらの制度に基づいて支払われると見積られる金額を負債として認識しております。

 

(12) 資本

①　資本金及び資本剰余金

当社が発行する資本性金融商品は、発行価額を資本金及び資本剰余金に認識しております。また、その発行に

直接起因する取引コストは資本剰余金から控除しております。

②　自己株式

自己株式を取得した場合には、取得原価で認識し、資本から控除して表示しております。また、その取得に直

接起因する取引コストは、資本から控除しております。自己株式を売却した場合、受取対価を資本の増加として

認識し、帳簿価額と受取対価との差額は資本剰余金に含めております。

 

(13) 株式報酬

当社グループは、譲渡制限株式を有しており、受け取ったサービスの対価は、関連する資本性金融商品の付与日

における公正価値で測定し、権利確定期間にわたり費用として認識し、同額を資本の増加として認識しておりま

す。

株式報酬費用として認識する金額は、関連する勤務条件及び株式市場条件以外の業績条件を満たすと見込まれる

調整金融商品に基づく報酬の数を反映して修正します。したがって、最終的に認識される金額は、権利確定日にお

ける関連する勤務条件及び株式市場条件以外の業績条件を満たした資本性金融商品に基づく報酬の数に基づいてお

ります。権利確定条件以外の条件が満たされた資本性金融商品に基づく報酬については、報酬の付与日における公

正価値をそれらの条件を反映するように測定しているため、予測と実績との差異について調整は行いません。
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(14) 収益

①　顧客との契約から生じる収益

当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：契約の識別

ステップ２：履行義務の識別

ステップ３：取引価格の算定

ステップ４：履行義務への取引価格の配分

ステップ５：履行義務の充足による収益の認識

 

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義

務を充足する通常の時点等は以下のとおりです。

(ＬＴＶマーケティング事業）

インターネット上で商品の販売及びサービスの提供等のマーケティング活動を行う広告主に対し、アフィリエ

イト広告や運用型広告等のコンサルティングを行っております。

契約に定める時点において成果(商品購入、資料請求、サービス申込等)として広告主から承認された時点で履

行義務が充足されたと判断し、各契約内容に従って収益を認識しております。なお、当該事業におけるサービス

提供のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、顧客から受け取る額から取引先等に支払う額

を控除した純額を収益として認識しております。また、当社グループの顧客との契約における支払条件は、通常

短期のうちに支払期日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれておりません。

 

(15) 金融収益及び金融費用

金融収益は、主として受取利息、受取配当金、為替差益及び純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の公正

価値の変動等から構成されております。受取利息は、実効金利法により発生時に認識しております。受取配当金

は、当社グループの受領権が確定した時に認識しております。

金融費用は、主として支払利息、為替差損、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動等か

ら構成されております。支払利息は、実効金利法により発生時に認識しております。

 

(16) 借入コスト

当社グループは、意図した使用又は販売が可能となるまでに相当の期間を要する資産の取得、建設又は生産に直

接起因する借入コストは、当該資産の取得原価の一部として資産計上しております。その他の借入コストは、発生

した期間の費用として認識しております。
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(17) 法人所得税

法人所得税は、当期税金と繰延税金から構成されております。これらは、企業結合に関連するもの、及び直接資

本又はその他の包括利益に認識する項目を除き、純損益に認識しております。

①　当期税金

当期税金は、税務当局に対する納付又は税務当局からの還付が予想される金額で測定しております。税額の算

定に使用する税率及び税法は、決算日までに制定又は実質的に制定されたものです。

②　繰延税金

繰延税金は、報告期間の末日における資産及び負債の税務基準額と会計上の帳簿価額との間の一時差異等に基

づいて算定しております。繰延税金資産は、将来減算一時差異、未使用の繰越税額控除及び繰越欠損金につい

て、それらを回収できる課税所得が生じると見込まれる範囲において認識し、繰延税金負債は、原則として、将

来加算一時差異について認識しております。

なお、以下の一時差異に対しては、繰延税金資産及び負債を認識しておりません。

・のれんの当初認識から生じる一時差異

・取引時に、会計上の利益にも税務上の課税所得にも影響を与えず、かつ、同額の将来加算一時差異と将来減

算一時差異とを生じさせない取引（企業結合取引を除く）によって発生する資産及び負債の当初認識により

生じる一時差異

・子会社、関連会社に対する投資並びに共同支配の取決めに対する持分に係る将来加算一時差異について、解

消する時期をコントロールでき、かつ、予測可能な将来にその差異が解消されない可能性が高い場合

・子会社、関連会社に対する投資並びに共同支配の取決めに対する持分に係る将来減算一時差異のうち、予測

可能な将来に当該一時差異が解消する可能性が高くない場合又は当該一時差異の使用対象となる課税所得が

稼得される可能性が高くない場合

 

繰延税金資産及び負債は、決算日までに制定又は実質的に制定されている法定税率（及び税法）に基づいて、

資産が実現される又は負債が決済される期に適用されると予想される税率（及び税法）によって測定されます。

繰延税金資産及び繰延税金負債は、当期税金資産及び当期税金負債を相殺する法律上強制力のある権利を有し

ており、かつ以下のいずれかの場合に相殺しております。

・法人所得税が同一の税務当局によって同一の納税主体に課されている場合

・異なる納税主体に課されているものの、これらの納税主体が当期税金資産及び当期税金負債を純額ベースで

決済することを意図している、もしくは資産の実現と負債の決済を同時に行うことを意図している場合

 

繰延税金資産の帳簿価額は各報告期間の末日現在で再検討しております。一部又は全部の繰延税金資産の便益

を実現させるだけの十分な課税所得を稼得する可能性が高くなくなった場合、繰延税金資産の帳簿価額をその範

囲で減額しております。また、当該評価減額は、十分な課税所得を稼得する可能性が高くなった範囲で戻し入れ

ております。

当社及び一部の子会社は、グループ通算制度を適用しております。

 
(18) １株当たり当期利益

基本的１株当たり当期利益は、親会社の普通株主に帰属する当期利益を、各報告期間の自己株式を調整した発行

済普通株式の期中平均株式数で除して計算しております。希薄化後１株当たり当期利益は、すべての希薄化性潜在

的普通株式による影響について調整して計算しております。

 
(19) セグメント報告

事業セグメントとは、他の事業セグメントとの取引を含む、収益を稼得し費用を発生させる事業活動の構成単位

の１つです。すべての事業セグメントの事業の成果は、個別にその財務情報が入手可能なものであり、かつ各セグ

メントへの経営資源の配分及び業績の評価を行うために、マネジメントが定期的にレビューしております。
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４．重要な会計上の見積り及び判断

当社グループは、連結財務諸表の作成において、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告額に影響

を及ぼす判断、会計上の見積り及び仮定を用いております。これらの見積り及び仮定は、過去の経験及び利用可能な

情報を収集し、決算日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の判断に基づいてお

ります。しかしながら、その性質上、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果と異なる可能性がありま

す。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。これらの見積りの見直しによる影響は、当該見積り

を見直した期間及び将来の期間において認識しております。

 
(1) 会計方針適用上の重要な判断及び見積り

会計方針を適用する過程で行った重要な判断及び見積りは、以下のとおりです。

・非金融資産の減損（14．非金融資産の減損）

・レベル３の金融商品の公正価値測定（33．金融商品 (3)）

 
５．未適用の公表済み基準書及び解釈指針

連結財務諸表の承認日までに新設又は改訂が行われた新基準書及び新解釈指針のうち、当連結会計年度において当

社グループが早期適用していない主なものは、以下のとおりです。新しいIFRS適用による当社グループへの影響は検

討中であり、現時点で見積ることはできません。

 

基準書 基準名
強制適用時期

（以後開始年度）

当社グループの適

用予定時期
新設・改訂の概要

IFRS第18号
財務諸表におけ

る表示及び開示
2027年１月１日 2028年４月期

財務諸表における表示及び開示に関す

る現行の会計基準であるIAS第１号を

置き換える新基準
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６．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの主要な報告セグメントは、「ＬＴＶマーケティング事業」であります。

「ＬＴＶマーケティング事業」では、ユーザーの利用金額・継続期間を最大化し、広告費用効果を最適化するた

めにデータを駆使したデジタルマーケティングであるＬＴＶマーケティングを提供しております。具体的には、イ

ンターネット上で商品の販売及びサービスの提供等のマーケティング活動を行うクライアントに対し、アフィリエ

イト広告や運用型広告等のコンサルティングを行っております。当社グループが連携している多くのメディア(広告

を掲載する媒体。アフィリエイト広告の配信会社であるASPを含む)から、クライアントのマーケティング目標に合

致した適切な出稿先を選定し、クライアントのマーケティング活動の戦略立案や運用支援を行っております。ま

た、当社グループは成果に連動した報酬をクライアントから受け取り、その一部をメディアに対して支払っており

ます。

 

(2) 報告セグメントの情報

報告されている事業セグメントの会計方針は、連結財務諸表作成の会計方針と概ね同一です。

当社グループの報告セグメントの情報は以下のとおりです。

 

前連結会計年度(自　2024年５月１日　至　2025年４月30日)

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計
調整額
(注)１，２

連結財務諸表ＬＴＶマーケティ
ング事業

売上収益      

成果報酬 49,259 128 49,387 ― 49,387

固定報酬 1,458 829 2,287 ― 2,287

外部顧客からの売上収益 50,717 957 51,675 ― 51,675

合計 50,717 957 51,675 ― 51,675

セグメント利益 7,201 368 7,569 △2,374 5,195

その他の収益     1

その他の費用     △25

営業利益     5,171

セグメント資産 9,575 3,651 13,226 9,841 23,068

（その他の損益項目）      

減価償却費及び償却費 71 ― 71 211 282
 

(注) １．セグメント間の売上収益及びセグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去によるものです。

２．セグメント資産の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない全社資産です。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度(自　2025年５月１日　至　2026年４月30日)

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計
調整額
(注)１，２

連結財務諸表ＬＴＶマーケティ
ング事業

売上収益      

成果報酬 48,048 422 48,471 ― 48,471

固定報酬 1,314 793 2,107 ― 2,107

外部顧客からの売上収益 49,363 1,216 50,579 ― 50,579

合計 49,363 1,216 50,579 ― 50,579

セグメント利益 6,197 425 6,622 △2,972 3,650

その他の収益     13

その他の費用     △13

営業利益     3,650

セグメント資産 10,002 3,956 13,958 10,133 24,091

（その他の損益項目）      

減価償却費及び償却費 66 ― 66 236 302
 

(注) １．セグメント間の売上収益及びセグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去によるものです。

２．セグメント資産の調整額は、主に報告セグメントに帰属しない全社資産です。

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

(3) 製品及びサービスに関する情報

製品及びサービスの区分が報告セグメントと同一であるため、記載を省略しております。

 
(4) 地域に関する情報

① 外部顧客からの売上収益

本邦の外部顧客からの売上収益が当社グループの売上収益のほとんどを占めるため、記載を省略しておりま

す。

 

② 非流動資産

本邦に所在している非流動資産の金額が連結財政状態計算書の非流動資産の金額のほとんどを占めるため、記

載を省略しております。

 

(5) 主要顧客に関する情報

連結売上収益の10％以上を占める顧客の売上収益は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
至　2026年４月30日)

ＤＭＭグループ 12,766 11,493

株式会社スタイル・エッジ ― 6,109

ＳＢＩグループ 6,398 5,516
 

(注) 前連結会計年度においては、株式会社スタイル・エッジへの売上収益は10％未満であるため、当該金額記載を省

略しております。
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７．企業結合及び非支配持分の取得

前連結会計年度(自　2024年５月１日　至　2025年４月30日)

　　　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
当連結会計年度(自　2025年５月１日　至　2026年４月30日)

　　　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

８．現金及び現金同等物

現金及び現金同等物の内訳は、以下のとおりです。なお、連結財政状態計算書の「現金及び現金同等物」の残高と

連結キャッシュ・フロー計算書の「現金及び現金同等物」の残高は、一致しております。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

現金及び預金 7,506 7,311

合計 7,506 7,311
 

 
９．営業債権及びその他の債権

営業債権及びその他の債権の内訳は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

償却原価で測定する金融資産   

売掛金 5,532 5,883

未収入金 2,757 2,881

損失評価引当金 △23 △10

合計 8,266 8,754
 

 
10．その他の資産

その他の流動資産及びその他の非流動資産の内訳は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

前払費用 94 173

前渡金 122 96

立替金 7 2

未収還付法人税等 273 62

未収還付消費税等 123 88

その他 138 121

合計 757 545

流動資産 603 443

非流動資産 154 101
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11．有形固定資産

①帳簿価額

(単位：百万円)

 建物附属設備 工具器具及び備品 使用権資産 合計

2024年５月１日 110 19 270 399

取得 19 12 350 381

企業結合による取得 ― 0 ― 0

処分 △1 △0 ― △1

減価償却費 △31 △13 △154 △199

2025年４月30日 96 19 466 581

取得 7 28 ― 35

企業結合による取得 ― 2 ― 2

処分 ― △0 ― △0

減価償却費 △35 △18 △174 △227

2026年４月30日 67 31 291 390
 

 
②　取得原価

(単位：百万円)

 建物附属設備 工具器具及び備品 使用権資産 合計

2024年５月１日 183 99 436 718

2025年４月30日 199 101 786 1,087

2026年４月30日 206 118 786 1,111
 

 
③　減価償却累計額及び減損損失累計額

(単位：百万円)

 建物附属設備 工具器具及び備品 使用権資産 合計

2024年５月１日 △72 △79 △165 △318

2025年４月30日 △102 △81 △320 △505

2026年４月30日 △138 △87 △494 △720
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12．のれん及び無形資産

(1) 増減表

のれん及び無形資産の帳簿価額の増減、取得原価並びに償却累計額及び減損損失累計額は、以下のとおりです。

①　帳簿価額

(単位：百万円)

 のれん
無形資産

ソフトウエア 顧客関連資産 合計

2024年５月１日 2,646 29 520 549

企業結合による取得 665 ― ― ―

処分 ― △0 ― △0

償却費 ― △17 △65 △82

その他 ― ― ― ―

2025年４月30日 3,312 11 455 466

企業結合による取得 617 ― ― ―

償却費 ― △9 △65 △74

その他 ― ― ― ―

2026年４月30日 3,930 1 390 391
 

 
②　取得原価

 
(単位：百万円)

 のれん
無形資産

ソフトウエア 顧客関連資産 合計

2024年５月１日 2,646 119 585 704

2025年４月30日 3,312 110 585 695

2026年４月30日 3,930 110 585 695
 

 
③　償却累計額及び減損損失累計額

(単位：百万円)

 のれん
無形資産

ソフトウエア 顧客関連資産 合計

2024年５月１日 ― △90 △65 △155

2025年４月30日 ― △99 △130 △229

2026年４月30日 ― △108 △195 △303
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13．リース

(1) 借手としてのリース

当社グループは、主としてオフィスビルをリースしております。

リース契約には更新オプションを含むものがありますが、エスカレーション条項を含む重要なリース契約はあり

ません。また、リース契約によって課された重要な制限（追加借入及び追加リースに関する制限等）はありませ

ん。

①　リースに係る費用、収益、キャッシュ・フロー

リースに係る費用、収益、キャッシュ・フローは、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
至　2026年４月30日)

使用権資産の種類別の減価償却費   

建物附属設備を原資産とするもの 154  174

合計 154 174

リース負債に係る金利費用 3 3

短期リースに係る費用 0 5

   

リースに係るキャッシュ・アウトフローの合計額 156 193
 

 

②　有形固定資産の帳簿価額に含まれる使用権資産

有形固定資産の帳簿価額に含まれる使用権資産の帳簿価額は、以下のとおりです。

 

(単位：百万円)

 建物附属設備 合計

2024年５月１日 270 270

2025年４月30日 466 466

2026年４月30日 291 291
 

 

 
(2) 貸手としてのリース

当社グループにおいて、重要な取引はありません。
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14．非金融資産の減損

(1) 資金生成単位

当社グループは、概ね独立したキャッシュ・インフローを生み出す最小の資金生成単位でグルーピングを行って

おり、原則として、経営管理上の事業区分を基準として資金生成単位を識別しております。

 

(2) 減損損失

前連結会計年度(自　2024年５月１日　至　2025年４月30日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　2025年５月１日　至　2026年４月30日)

該当事項はありません。

 

(3) のれんの減損テスト

のれんが配分されている資金生成単位グループについては毎期、さらに減損の兆候がある場合にはその都度、減

損テストを行っております。

資金生成単位グループに配分されたのれんの帳簿価額のうち重要なものは、以下の通りです。

（単位：百万円）

資金生成単位
前連結会計年度
（2025年４月30日）

当連結会計年度
（2026年４月30日）

株式会社All Ads 1,924 1,924

株式会社ＰＲクラウドテック 656 656

株式会社ＭＯＪＡ － 416

合計 2,581 2,997
 

 

各資金生成単位（単位グループ）の回収可能価額は使用価値により測定しております。

使用価値は、過去の経験と外部からの情報を反映し、経営者が承認した今後３年分の事業計画を基礎とした

キャッシュ・フローの見積額を現在価値に割り引くことにより算定しております。当連結会計年度の使用価値の算

定に使用した割引率は、税引前加重平均資本コストであり、11.2％～16.2%(前連結会計年度：10.6％～17.8％)で

す。

なお、キャッシュ・フローの見積りにおいて、経営者が承認した３年間の予測を超える期間におけるキャッ

シュ・フローについては各期とも成長率を0％として使用価値を算定しております。

減損テストに使用した主要な仮定は、割引率、事業計画において利用される過年度の実績に基づくアフィリエイ

ト広告の既存顧客別の売上予測及び新規顧客の受注獲得予測であります。

当連結会計年度の減損テストにおいて、資金生成単位グループの回収可能価額が帳簿価額を上回っている金額、

及び見積回収可能価額と帳簿価額が同額になるために必要な割引率の変動値は以下の通りです。

 

 回収可能価額が帳簿価額を
上回っている金額（百万円）

割引率の変動値（注）

株式会社All Ads 1,581 7.7%

株式会社ＰＲクラウドテック 138 2.5%

株式会社ＭＯＪＡ 28 0.9%
 

（注）割引率の変動値は、当連結会計年度末における予想将来キャッシュ・フローが同水準であると仮定し、回収可

能価額の算出の前提となる割引率が変動することを前提とした感応度となります。
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15．その他の金融資産

(1) 内訳

その他の金融資産の内訳は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産   

株式 635 733

純損益を通じて公正価値で測定する負債性金融商品   

転換社債型新株予約権付社債 ― 36

その他 ― 25

償却原価で測定する金融資産   

貸付金 900 982

その他 148 149

損失評価引当金（注） △622 △611

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
資本性金融資産

  

株式 735 1,287

合計 1,797 2,602
 

（注）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

 
(2) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産

長期保有の株式等について、取引先との関係維持、強化による収益基盤の拡大を目的としているため、その他の

包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産に指定しております。

①　主な銘柄及び公正価値

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融資産の主な銘柄及び公正価値は、以下のとおりで

す。

(単位：百万円)

銘柄
前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

株式会社デジタルプラス 256  764

株式会社プロジェクトホールディングス 206 156

その他 272  366

合計 735 1,287
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16．法人所得税

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の原因別の内訳及び増減内容

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳及び増減内容は、以下のとおりです。

前連結会計年度(自　2024年５月１日　至　2025年４月30日)

   (単位：百万円)

 
2024年
５月１日

純損益を
通じて認識

その他の
包括利益に
おいて認識

2025年
４月30日

繰延税金資産     

金融資産 55 △1 △17 36

未払事業税 104 △18 ― 86

有形固定資産及び無形資産 27 45 ― 73

損失評価引当金 237 △34 ― 203

未払有給休暇 11 △0 ― 10

リース負債 40 37 ― 78

その他 42 69 ― 111

小計 520 97 △17 600

繰延税金負債     

顧客関連資産 130 8 ― 139

金融資産 15 0 ― 16

その他 23 78 ― 101

小計 169 87 ― 257

純額 350 9 △17 342
 

 
当連結会計年度(自　2025年５月１日　至　2026年４月30日)

   (単位：百万円)

 
2025年
５月１日

純損益を
通じて認識

その他の
包括利益に
おいて認識

2026年
４月30日

繰延税金資産     

金融資産 36 15 15 67

未払事業税 86 △66 ― 20

有形固定資産及び無形資産 73 4 ― 77

損失評価引当金 203 △7 ― 196

未払有給休暇 10 3 ― 14

リース負債 78 △54 ― 23

その他 111 △1 ― 109

小計 600 △106 15 509

繰延税金負債     

顧客関連資産 139 △19 ― 119

金融資産 16 53 150 220

その他 101 39 ― 141

小計 257 73 150 481

純額 342 △179 △134 28
 

 

(2) 繰延税金資産を認識していない将来減算一時差異等

繰延税金資産を認識していない将来減算一時差異、税務上の繰越欠損金及び繰越税額控除の金額は、以下のとお

EDINET提出書類

株式会社Ｍａｃｂｅｅ　Ｐｌａｎｅｔ(E35534)

有価証券報告書

 79/121



りです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

将来減算一時差異 27 81

繰越欠損金 91 540

合計 119 621
 

(注)　繰延税金資産を認識していない税務上の繰越欠損金の繰越期限は、以下のとおりです。

 

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

１年目 ― ―

２年目 2 ―

３年目 ― 23

４年目 13 90

５年目以降 75 425

合計 91 540
 

 
(3) 法人所得税費用の内訳

法人所得税費用の内訳は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
至　2026年４月30日)

当期税金費用 1,625 1,119

繰延税金費用   

一時差異の発生及び解消 △9 140

繰延税金資産の回収可能性の評価 12 1

その他 △1 1

繰延税金費用合計 1 143

法人所得税費用合計 1,626 1,263
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(4) 法定実効税率と平均実際負担税率との調整

法定実効税率と平均実際負担税率との調整は、以下のとおりです。

(単位：％)

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
至　2026年４月30日)

法定実効税率(注) 30.62 30.62

連結子会社との税率差異 2.87 3.24

税額控除 △0.81 △0.30

永久差異 0.30 0.45

その他 △0.90 0.91

平均実際負担税率 32.07 34.92
 

(注)　当社は、主に法人税、住民税及び事業税を課されており、これらを基礎として法定実効税率を計算しておりま

す。

 
17．営業債務及びその他の債務

営業債務及びその他の債務の内訳は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

買掛金 5,657 5,142

未払金 280 416

未払費用 113 208

その他 58 32

合計 6,110 5,798
 

 
18．借入金

(1) 内訳

借入金の内訳は、以下のとおりです。

 

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

平均利率
(％)

返済(償還)
期限

短期借入金 1,150 1,150 1.27 ―

１年以内返済予定の長期借入金 427 715 1.55 ―

長期借入金（１年以内返済予定を除く） 1,086 2,379 1.50
2030年
～2031年

合計 2,663 4,245   

流動負債 1,577 1,865   

非流動負債 1,086 2,379   
 

(注) １．平均利率については、当連結会計年度末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．「借入金」は、償却原価で測定する金融負債に分類しております。
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19．その他の金融負債

その他の金融負債の内訳は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

預り保証金 21 12

条件付対価 110 81

合計 131 94

流動負債 21 12

非流動負債 110 81
 

 
20．財務活動に係る負債の調整表

財務活動に係る負債の調整表は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度(自　2024年５月１日　至　2025年４月30日)

(単位：百万円)

 
2024年
５月１日
残高

キャッシュ・フ
ロー

非資金取引 2025年
４月30日
残高増加 その他

      

短期借入金 1,088 61 ― ― 1,150

長期借入金 1,940 △427 ― ― 1,513

      

リース負債 300 △175 350 26 502

合計 3,330 △541 350 26 3,165
 

（注）１年内返済予定の長期借入金及び１年内返済予定のリース負債を含んでおります。

 
当連結会計年度(自　2025年５月１日　至　2026年４月30日)

(単位：百万円)

 
2025年
５月１日
残高

キャッシュ・フ
ロー

非資金取引 2026年
４月30日
残高増加 その他

      

短期借入金 1,150 △37 ― 37 1,150

長期借入金 1,513 1,563 ― 18 3,095

      

リース負債 502 △189 16 ― 329

合計 3,165 1,336 16 55 4,574
 

（注）１年内返済予定の長期借入金及び１年内返済予定のリース負債を含んでおります。
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21．引当金

引当金の内訳及び増減内容は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 資産除去債務 合計

2024年５月１日 80 80

期中増加額 2 2

期中減少額（目的使用） ― ―

期中減少額（戻入れ） ― ―

割引計算の期間利息費用 ― ―

2025年４月30日 82 82

期中増加額 ― ―

期中減少額（目的使用） ― ―

期中減少額（戻入れ） ― ―

割引計算の期間利息費用 ― ―

2026年４月30日 82 82
 

 
資産除去債務

　オフィス賃貸借契約の終了時に原状回復義務のある契約について、その費用見込額を計上しております。これらは

当該オフィスの賃貸借期間が終了する際に、支払いが発生すると見込まれておりますが、将来の事業計画等の影響を

受けます。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

流動負債 ― ―

非流動負債 82 82

合計 82 82
 

 
22．その他の負債

その他の流動負債及びその他の非流動負債の内訳は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

未払消費税等 231 85

預り金 45 75

その他 60 229

合計 336 390

流動負債 336 390

非流動負債 ― ―
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23．従業員給付

(1) 従業員給付費用

前連結会計年度及び当連結会計年度における従業員給付費用の合計金額は、それぞれ1,594百万円及び2,029百万

円であり、連結損益計算書の「販売費及び一般管理費」に含めております。

 

(2) その他の従業員給付

短期従業員給付として、連結財政状態計算書で認識した金額は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

短期従業員給付（流動）   

未払給与 223 197

未払賞与 25 48

未払有給休暇 33 47

合計 282 293
 

 
24．資本及びその他の資本項目

(1) 授権株式数及び発行済株式数(全額払込済み)に関する事項

授権株式数及び発行済株式数の増減は、以下のとおりです。

(単位：株)

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
至　2026年４月30日)

授権株式数   

普通株式 42,240,000 42,240,000

発行済株式数（全額払込済み）   

期首残高 3,663,568 14,654,272

期中増加(注)２ 10,990,704 ―

期中減少(注) ― ―

期末残高 14,654,272 14,654,272
 

(注) １．当社の発行する株式は、すべて権利内容に何ら限定のない無額面普通株式です。

２．当社は、前連結会計年度である2024年６月１日付で普通株式１株につき普通株式４株の割合で株式分割を

行っております。これにより、授権株式数が31,680,000株増加して42,240,000株となり、発行済株式数は

10,990,704株増加しております。

 

(2) 自己株式に関する事項

自己株式の増減は、以下のとおりです。

(単位：株)

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
至　2026年４月30日)

期首残高 38,272 779,143

期中増加（注)１ 793,607 1,478,242

期中減少（注)２ △52,736 △59,538

期末残高 779,143 2,197,847
 

(注) １．増加理由は主に2026年４月23日開催の取締役会の決議により取得したものです。

２．譲渡制限付株式報酬によるものです。
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(3) 各種剰余金の内容及び目的

①　資本剰余金

日本における会社法では、株式の発行に対しての払込み又は給付に係る額の２分の１以上を資本金に組み入

れ、残りは資本剰余金に含まれている資本準備金に組み入れることが規定されております。また、会社法では、

資本準備金の額は株主総会の決議により、資本金に組み入れることができます。

 

②　利益剰余金

会社法では、剰余金の配当により減少する剰余金の額の10分の１を、資本準備金及び利益準備金の合計額が資

本金の４分の１に達するまで資本準備金又は利益準備金として積み立てることが規定されております。積み立て

られた利益準備金は、欠損填補に充当できます。また、株主総会の決議をもって、利益準備金を取り崩すことが

できることとされております。

 

③　その他の資本の構成要素

(a) 株式報酬

持分決済型の株式報酬取引で受け取った又は取得した、財貨又はサービスに対応する資本の増加です。詳細

は「32．株式報酬」をご参照ください。

(b) その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産の公正価値の変動額です。

 
(4) その他の資本の構成要素の増減

その他の資本の構成要素の増減は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度(自　2024年５月１日　至　2025年４月30日)

(単位：百万円)

 
その他の包括利益を通
じて公正価値で
測定する金融資産

株式報酬 合計

期首残高 △140 △4 △145

 その他の包括利益 15 ― 15

譲渡制限付株式報酬 ― △101 △101

期末残高 △124 △106 △230
 

 
当連結会計年度(自　2025年５月１日　至　2026年４月30日)

(単位：百万円)

 
その他の包括利益を
通じて公正価値で
測定する金融資産

株式報酬 合計

期首残高 △124 △106 △230

 その他の包括利益 285 ― 285

譲渡制限付株式報酬 ― △23 △23

期末残高 160 △129 31
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25．配当金

(1) 配当金支払額

配当金の支払額は、以下のとおりです。

前連結会計年度(自　2024年５月１日　至　2025年４月30日)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2024年12月12日
取締役会

普通株式 250 18.00 2024年10月31日 2025年１月14日
 

 

当連結会計年度(自　2025年５月１日　至　2026年４月30日)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年７月30日
定時株主総会

普通株式 249 18.00 2025年４月30日 2025年７月31日
 

 
(2) 配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

前連結会計年度(自　2024年５月１日　至　2025年４月30日)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年７月30日
定時株主総会

普通株式 249 18.00 2025年４月30日 2025年７月31日
 

 
当連結会計年度(自　2025年５月１日　至　2026年４月30日)

決議予定 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年７月29日
定時株主総会

普通株式 685 55.00 2026年４月30日 2026年７月30日
 

 
26．売上収益

(1) 収益の分解

分解した売上収益とセグメントとの関連は、「６．セグメント情報」に記載のとおりであります。

 

(2) 契約残高

顧客との契約から生じた契約残高は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

顧客との契約から生じた債権 5,532  5,883

契約負債 ― ―
 

(注) １．契約負債は、主に顧客から履行義務を充足する前に受け取った対価であり、連結財政状態計算書上「営業債

務及びその他の債務」に含めて表示しております。

２．前連結会計年度及び当連結会計年度の期首現在の契約負債残高のうち、前連結会計年度及び当連結会計年度

の収益として認識した額に重要性はありません。

 

(3) 残存履行義務に配分した取引価格

当社グループにおいては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を使用し

て、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格

に含まれていない重要な金額はありません。
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27．販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費の内訳は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
至　2026年４月30日)

人件費 1,864 2,374

支払手数料 1,008 1,317

減価償却費及び償却費 276 302

損失評価引当金繰入額 △141 △23

研究開発費 268 139

その他 764 879

合計 4,041 4,991
 

 

28．金融収益及び金融費用

金融収益及び金融費用の内訳は、以下のとおりです。

(1) 金融収益

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
至　2026年４月30日)

受取利息   

償却原価で測定する金融資産 6 9

金融商品評価益   

　純損益を通じて公正価値で測定する金融資産 15 117

その他 0 －

合計 22 126
 

 

(2) 金融費用

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
至　2026年４月30日)

支払利息   

償却原価で測定する金融負債 40 40

金融商品評価損   

 純損益を通じて公正価値で測定する金融資産 80 116

その他 ― 2

合計 121 159
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29．その他の包括利益

その他の包括利益の内訳項目ごとの組替調整額及び税効果額は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
至　2026年４月30日)

純損益に振り替えられることのない項目   

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する
金融資産

  

当期発生額 22 411

税効果調整前 22 411

税効果額 △7 △126

税効果調整後 15 285

   
 

 

30．１株当たり当期利益

(1) 基本的１株当たり当期利益の算定上の基礎

基本的１株当たり当期利益及びその算定上の基礎は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
至　2026年４月30日)

親会社の普通株主に帰属する当期利益   

親会社の所有者に帰属する当期利益 3,443 2,353

親会社の普通株主に帰属しない金額 ― ―

基本的１株当たり当期利益の計算に使用する
当期利益

3,443 2,353

   

発行済普通株式の期中平均株式数 14,146,960株 13,888,246株

   

基本的１株当たり当期利益 243.41円 169.49円
 

(注) １．当社は、2024年６月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して基本的１株当たり当期利益を算定しております。

２．希薄化後１株当たり当期利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
31．非資金取引

重要な非資金取引の内容は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

種類
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
至　2026年４月30日)

リース取引による使用権資産の取得 350 16
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32．株式報酬

(１) 株式報酬制度の概要

当社グループは、中長期の業績及び企業価値を向上させることを目的として、譲渡制限付株式報酬制度を有して

おります。

 
(２) 譲渡制限付株式報酬制度

 期中に付与された株式数と公正価値

 

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
至　2026年４月30日)

付与数 53,060株 59,538株

付与日の加重平均公正価値 3,105円 2,286円
 

(注)　公正価値は付与日の株価に基づいております。

 
(３) 株式報酬取引が純損益に与えた影響額

株式報酬に係る費用の認識額は、以下のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
至　2026年４月30日)

株式報酬に係る費用 62 70
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33．金融商品

(1) 資本管理

当社は、株主還元と同時に、財務体質の強化や事業拡大及び競争力の確保を経営の重要課題として位置付けてお

り、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題と認識しつつ、業績の推移、財務状況、事業計画に基づく資金

需要等を総合的に勘案し、内部留保とのバランスを取りながら、経営成績に合わせた利益配分を基本方針としてお

り、収益性や事業における投下資本の運用効率を向上させるため、営業利益を経営上の指標として重視しておりま

す。

なお、当社が適用を受ける重要な資本規制（会社法等の一般的な規定を除く）はありません。

 

(2) 財務上のリスク管理

当社グループは、事業活動を遂行する過程において、様々な財務上のリスク(信用リスク、市場リスク及び流動性

リスク)に晒されております。そのため、社内管理規程等に基づき、定期的に財務上のリスクのモニタリングを行

い、リスクを回避又は低減するための対応を必要に応じて実施しております。

当社グループは、投機目的でのデリバティブ取引は行っておりません。

 

①　信用リスク

営業債権、契約資産及びその他の債権は、顧客の信用リスクに晒されており、当社グループは債権管理規程に

従い、管理部及び各担当者が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手先ごとに期日及び残高を

管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握を行うことにより、信用リスクの軽減を図っ

ております。

連結会計年度の末日現在の信用リスクに対する最大エクスポージャーは、金融資産の減損後の帳簿価額となり

ますが、過年度において重要な貸倒損失を認識した実績はありません。

 
当社グループは営業債権については、常に全期間の予想信用損失と同額で損失評価引当金を個別的及び集合的

に測定しております。営業債権以外の債権等については、12ヶ月の予想信用損失と同額で損失評価引当金を集合

的に測定しておりますが、信用リスクが著しく増加している場合は全期間の予想信用損失と同額で損失評価引当

金を個別的及び集合的に測定しております。

 
営業債権以外の債権等については、信用リスクが著しく増大していない場合、同種の資産の過去の信用損失の

実績率に将来の経済状況等の予測を加味した引当率を総額の帳簿価額に乗じて予想信用損失を算定しておりま

す。信用リスクが著しく増大している場合は、過去の信用損失実績及び将来予測情報に基づき、当該金融商品の

回収に係る全期間の予想信用損失を見積ることにより予想信用損失を算定しております。

 
信用リスクが著しく増大している金融資産のうち、債務者が深刻な財政難を理由に弁済条件の大幅な見直しを

要請してきた場合など、債権の全部又は一部について、回収が極めて困難であると判断された場合には債務不履

行とみなしております。当社グループは債務者が債務不履行と判断される場合や債務者の破産等による法的整理

手続の開始等があった場合には、当該金融資産は信用減損したものと判断しております。将来回収できないこと

が明らかな金額は、金融資産の帳簿価額を直接減額しております。
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(a）損失評価引当金の設定対象となっている金融資産は、以下のとおりです。

  (単位：百万円)

 

12か月の予想
信用損失に等
しい金額で測
定されるもの

全期間の予想信用損失に等しい金額で測定されるもの

合計信用減損金融資産で
はない金融資産

信用減損金融資産 営業債権

2025年４月30日残高 297 ― 622 5,532 6,453

2026年４月30日残高  381 ― 611  5,883  6,875
 

 

当社グループでは、取引先の信用状態に応じて、金融資産の回収可能性を検討し、損失評価引当金を計上してお

ります。損失評価引当金の増減は、以下のとおりです。

  (単位：百万円)

 

12か月の予想
信用損失に等
しい金額で測
定されるもの

全期間の予想信用損失に等しい金額で測定されるもの

合計信用減損金融資産で
はない金融資産

信用減損金融資産 営業債権

2024年５月１日 ― ― 747 33 780

増加（繰入） ― ― 20 ― 20

減少（目的使用） ― ― ― ― ―

減少（その他） ― ― △146 △9 △155

2025年４月30日 ― ― 622 23 645

増加（繰入） ― ―  ― ―  ―

減少（目的使用） ― ―  ― ―  ―

減少（その他） ― ―  △10 △13  △23

2026年４月30日残高 ― ―  611 10 621
 

 

（b）信用リスクに対する最大エクスポージャー

　信用リスクに対する最大エクスポージャーの内訳は以下のとおりです。

 

前連結会計年度末
(2025年４月30日現在)

当連結会計年度末
(2026年４月30日現在)

12ヵ月の
予想信用
損失
(百万円)

全期間の
予想信用
損失
(百万円)

信用減損
金融資産
(百万円)

合計
(百万円)

12ヵ月の
予想信用
損失
(百万円)

全期間の
予想信用
損失
(百万円)

信用減損
金融資産
(百万円)

合計
(百万円)

売掛金 ― 5,532 ― 5,532  ―  5,883 ― 5,883

未収入金 ― 2,757 ― 2,757 ― 2,881 ― 2,881

貸付金 297 ― 602 900 381 ― 601 982

その他 ― ― 20 20  ― ― 10 10
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②流動性リスク

当社グループは、支払債務の履行が困難になる流動性リスクに晒されておりますが、当該リスクに関し、管理部

が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

当社グループの金融負債の期日別残高は、次のとおりです。

 
前連結会計年度末(2025年４月30日)

     (単位:百万円)

 帳簿価額
契約上の
キャッシュ・
フロー

1年内 1年超5年内 5年超

借入金 2,663 2,663 1,557 1,086 ―

リース負債 502 502 184 317 ―

営業債務及びその他の債務 6,110 6,110 6,110 ― ―

その他金融負債 131 131 21 110 ―

 合計 9,406 9,406 7,872 1,513 ―
 

 
 

当連結会計年度末(2026年４月30日)

     (単位:百万円)

 帳簿価額
契約上の
キャッシュ・
フロー

1年内 1年超5年内 5年超

借入金 4,245 4,245 1,865 2,379  ―

リース負債 329 329  148  180  ―

営業債務及びその他の債務 5,798 5,798  5,798  ―  ―

その他金融負債 94 94  12 81 ―

 合計 10,467 10,467  7,825 2,642 ―
 

 
③市場リスク

市場環境が変動するリスクにおいて、当社グループが晒されている主要なものには時価変動リスクがあり、これ

らのリスクに対応するため、投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握する方法等によ

り管理を行っております。
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(3) 金融商品の公正価値

①　金融資産及び金融負債の公正価値と帳簿価額の比較

金融資産及び金融負債の公正価値と帳簿価額の比較は、以下のとおりです。なお、公正価値で測定する金融商

品及び帳簿価額と公正価値が近似している金融商品については、以下の表には含めておりません。

 (単位：百万円)

 

前連結会計年度
(2025年４月30日)

当連結会計年度
(2026年４月30日)

帳簿
価額

公正
価値

帳簿
価額

公正
価値

金融資産     

その他の金融資産     

償却原価で測定する金融資産     

長期貸付金 900 278  920  258

損失評価引当金 △622 ―  △611 ―

合計 278 278 308 258
 

 

②　公正価値の測定方法

金融商品の公正価値の測定方法は、以下のとおりです。

(a) 現金及び現金同等物、並びに営業債権及びその他の債権

これらはすべて短期で決済されるため、公正価値は帳簿価額と近似しております。

(b) その他の金融資産

株式については、活発な市場における同一銘柄の市場価格が入手できる場合の公正価値は、当該市場価格を

使用して測定しており、レベル１に分類しております。活発な市場における同一銘柄の市場価格が入手できな

い場合の公正価値は、活発でない市場における同一銘柄の市場価格、類似会社の市場価格及び割引キャッ

シュ・フロー法などの適切な評価技法を使用して測定しており、レベル３に分類しております。

長期貸付金、差入保証金については、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適切な指標に信用スプ

レッドを上乗せした利率を基に割引現在価値法により測定しており、レベル２に分類しております。

(c) 営業債務及びその他の債務、短期借入金

これらはすべて短期で決済されるものであるため、公正価値は帳簿価額と近似しております。

(d) 長期借入金

変動金利による借入金は、短期間で市場金利を反映しており、また、グループ企業の信用状態に借入後、大

きな変動はないと考えられることから、帳簿価額を公正価値とみなしております。固定金利による借入金は、

元利金の合計額を当該借入金の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割引く方法により、公正価値を算定

しており、いずれもレベル２に分類しております。

 

③　公正価値で測定する金融商品のレベル別分類

金融商品の公正価値ヒエラルキーは、レベル１からレベル３までを以下のように分類しております。

レベル１：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により測定した公正価値

レベル２：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて測定した公正価値

レベル３：重要な観察できないインプットを用いて測定した公正価値

公正価値の測定に使用される公正価値ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測定に用いた重要なインプットの

うち、最もレベルの低いインプットに応じて決定しております。公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各

報告期間の期末に発生したものとして認識しております。
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(a) 公正価値で測定する金融資産

公正価値ヒエラルキーのレベルごとに分類された、経常的に公正価値で測定する金融資産の内訳は、以下の

とおりです。

 
前連結会計年度(2025年４月30日)

    (単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     

その他の金融資産     

純損益を通じて公正価値で
測定する資本性金融資産

    

株式 ― ― 635 635

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する資本性
金融資産

    

株式 462 ― 272 735

合計 462 ― 908 1,370
 

(注)　レベル1,2間の振替はありません。

 

当連結会計年度(2026年４月30日)

    (単位：百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     

その他の金融資産     

純損益を通じて公正価値で
測定する資本性金融資産

    

株式 ―  ―  733 733

純損益を通じて公正価値で
測定する負債性金融資産

    

転換社債型新株予約権付
社債

― ― 36 36

その他 ― ― 25 25

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する資本性
金融資産

    

株式  990 ―  297 1,287

合計  990 ― 1,091 2,081
 

(注)　レベル1,2間の振替はありません。
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(b) レベル３に区分した金融商品の調整表

公正価値ヒエラルキーレベル３に区分した経常的な公正価値測定について、期首残高から期末残高への調整

表は、以下のとおりです。

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2024年５月１日
至　2025年４月30日)

当連結会計年度
(自　2025年５月１日
至　2026年４月30日)

期首残高 729 908

レベル３へ（から）の振替（注）４ ― △100

当期の利得又は損失   

金融収益又は金融費用（注）５ 6 92

その他の包括利益 ― ―

購入 172 190

売却 ― ―

期末残高 908 1,091
 

(注) １．レベル３に区分されている金融商品は、主に非上場会社の株式であり、主に直近ファイナンス実績に基づく

取引事例法及び割引将来キャッシュ・フローに基づく評価技法により算定しております。

２．観察可能でないインプットのうち、加重平均資本コストについては、上昇した場合に株式の公正価値が減少

する関係にあります。なお、レベル３に区分した金融商品について、観察可能でないインプットを合理的に

考え得る代替的な仮定に変更した場合に重要な公正価値の増減は見込まれておりません。

３．レベル３に区分した金融商品については適切な権限者に承認された公正価値測定の評価方針及び手続に従

い、担当部署が対象金融商品の評価方法を決定し、公正価値を測定しております。公正価値の測定結果につ

いては適切な責任者が承認しております。

４．レベル３からの振替は、上場により観察可能なデータが利用可能となったことによるものであります。

 
５．連結包括利益計算書の金融収益及び金融費用に含まれています。なお、当該金額は、各連結会計年度末に保

有する金融商品に係る未実現の利得及び損失です。

 
34．関連当事者取引

(１)関連当事者との取引

前連結会計年度（2025年４月30日）

種類
会社等の
名称

所在地
議決権等の
所有(被所
有)割合(%)

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）

役員及びその近親
者等が議決権の過
半数を所有してい
る会社

 ㈱TMAC
（注）１

東京都
渋谷区

(被所有)
直接1.49

資金の貸付

資金の貸付
（注）２

297 長期貸付金 297

利息の受取
（注）２

1
流動資産
その他

1
 

取引条件及び取引条件の決定方針

（注）１.当社代表取締役千葉知裕が議決権の100%を保有しております。

（注）２.資金の貸付については、市場金利及び一般的な金銭消費貸借契約期間に基づき返済期日を決定しておりま

す。本取引の目的については、千葉が第二の創業者として、企業価値拡大・非連続的な成長の実現のた

め、自社株式取得を行うことにより、長期目線での企業価値向上にコミットし、推進する環境を作るこ

とを企図して行っております。なお、担保は受け入れておりませんが、当社代表取締役である千葉知裕

及び当社取締役である松本将和より連帯保証がなされております。
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当連結会計年度（2026年４月30日）

種類
会社等の
名称

所在地
議決権等の
所有(被所
有)割合(%)

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）

役員及びその近親
者等が議決権の過
半数を所有してい
る会社

㈱TMAC
（注）１

東京都
渋谷区

(被所有)
直接1.67

資金の貸付
（注）３

資金の回収 10
短期貸付金
長期貸付金

12
275

利息の受取 2
流動資産
その他

1

役員及びその近親
者等が議決権の過
半数を所有
している会社

MG合同会社
（注）２

東京都
品川区

(被所有)
直接30.50

自己株式の
取得
（注）４

自己株式 2,003 ― ―

 

取引条件及び取引条件の決定方針

（注）１.当社代表取締役千葉知裕が議決権の100%を保有しております。

（注）２.当社取締役松本将和が議決権の100%を保有しております。

（注）３.資金の貸付については、市場金利及び一般的な金銭消費貸借契約期間に基づき返済期日を決定しておりま

す。

（注）４.自己株式の取得の取引金額は取引日前営業日の2026年４月24日の終値によるものであります。

 
(２)主要な経営幹部に対する報酬

　　当社の取締役への報酬は以下のとおりです。

  （単位：百万円）

種類
前連結会計年度

（自　2024年５月１日
　　至　2025年４月30日）

当連結会計年度
（自　2025年５月１日
　　至　2026年４月30日）

報酬及び賞与 115 141

株式報酬 4 12

合計 120 153
 

 
35．主要な子会社

主要な子会社は「第一部 企業情報　第１ 企業の概況　４ 関係会社の状況」に記載のとおりです。なお、重要な

非支配持分がある子会社はありません。また、当社グループ間での資産の移動、利用及び負債の決済能力に係る重

大な法的又は契約上の制限はありません。
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36．重要な後発事象

該当事項はありません。

 

37．承認日

2026年７月23日に連結財務諸表は、取締役会によって承認されております。
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⑤ 【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

当該情報は、連結財務諸表注記「18．借入金」に記載しております。

 

(2) 【その他】

当連結会計年度における半期情報等

 中間連結会計期間 当連結会計年度

売上収益 (百万円) 25,279 50,579

税引前中間(当期)利益 (百万円) 1,673 3,617

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)利益

(百万円) 1,118 2,353

基本的１株当たり
中間(当期)利益

(円) 80.58 169.49
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2025年４月30日)
当事業年度

(2026年４月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,121 3,441

  売掛金 ※１  294 ※１  219

  前払費用 105 147

  関係会社預け金 ― 1,035

  短期貸付金 ※１  2,470 ※１  3,001

  その他 ※１  480 ※１  162

  流動資産合計 6,470 8,008

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物附属設備（純額） 38 27

   工具、器具及び備品（純額） 13 27

   有形固定資産合計 51 55

  無形固定資産   

   ソフトウエア 9 1

   無形固定資産合計 9 1

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,043 1,625

   関係会社株式 6,667 6,668

   長期貸付金（純額） 297 275

   長期前払費用 37 49

   繰延税金資産 92 -

   その他 133 128

   貸倒引当金 △7 △5

   投資その他の資産合計 8,264 8,740

  固定資産合計 8,326 8,797

 資産合計 14,797 16,805
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2025年４月30日)
当事業年度

(2026年４月30日)

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 ※２  1,150 ※２  1,150

  １年内返済予定の長期借入金 427 706

  未払金 ※１  154 ※１  258

  未払費用 66 65

  未払法人税等 1 13

  預り金 16 28

  関係会社預り金 4,106 2,712

  賞与引当金 ― 9

  その他 ― 25

  流動負債合計 5,922 4,971

 固定負債   

  長期借入金 1,086 2,379

  繰延税金負債 ― 107

  固定負債合計 1,086 2,487

 負債合計 7,009 7,458

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,635 2,635

  資本剰余金   

   資本準備金 2,627 2,627

   資本剰余金合計 2,627 2,627

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    オープンイノベーション促進積立金 260 400

    繰越利益剰余金 4,351 7,216

   利益剰余金合計 4,611 7,616

  自己株式 △2,131 △3,973

  株主資本合計 7,742 8,906

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 44 441

  評価・換算差額等合計 44 441

 純資産合計 7,787 9,347

負債純資産合計 14,797 16,805
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② 【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 2024年５月１日
　至 2025年４月30日)

当事業年度
(自 2025年５月１日
　至 2026年４月30日)

売上高 ※１  4,065 ※１  5,697

売上原価 ― ―

売上総利益 4,065 5,697

販売費及び一般管理費 ※１,※２  1,895 ※１,※２  2,306

営業利益 2,169 3,390

営業外収益   

 受取利息 ※１  14 ※１  27

 業務受託収入 ※１  2 ※１  1

 その他 ※１  1 ※１  5

 営業外収益合計 18 33

営業外費用   

 支払利息 ※１  39 ※１  52

 投資有価証券評価損 8 19

 自己株式取得費用 ― 6

 株式報酬費用消滅損 ― 9

 雑損失 5 ―

 その他 ― 6

 営業外費用合計 54 93

経常利益 2,133 3,330

特別損失   

 投資有価証券評価損 205 ―

 特別損失合計 205 ―

税引前当期純利益 1,927 3,330

法人税、住民税及び事業税 △21 32

法人税等調整額 13 17

法人税等合計 △7 50

当期純利益 1,935 3,280
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　2024年５月１日　至　2025年４月30日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合

計資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金

利益剰余金

合計

オープンイ

ノベーショ

ン促進積立

金

繰越利益

剰余金

当期首残高 2,635 2,627 ― 2,627 ― 2,947 2,947 △693 7,516

当期変動額          

剰余金の配当      △250 △250  △250

当期純利益      1,935 1,935  1,935

自己株式の取得        △1,622 △1,622

譲渡制限付株式報酬   △20 △20    184 163

オープンイノベー

ション促進積立金の

積立

    260 △260 ―  ―

利益剰余金から資本

剰余金への振替
  20 20  △20 △20  ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

         

当期変動額合計 ― ― ― ― 260 1,404 1,664 △1,438 226

当期末残高 2,635 2,627 ― 2,627 260 4,351 4,611 △2,131 7,742
 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価

証券評価差

額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △122 △122 7,393

当期変動額    

剰余金の配当   △250

当期純利益   1,935

自己株式の取得   △1,622

譲渡制限付株式報酬   163

オープンイノベー

ション促進積立金の

積立

  ―

利益剰余金から資本

剰余金への振替
  ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

167 167 167

当期変動額合計 167 167 393

当期末残高 44 44 7,787
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当事業年度(自　2025年５月１日　至　2026年４月30日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合

計資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金

利益剰余金

合計

オープンイ

ノベーショ

ン促進積立

金

繰越利益

剰余金

当期首残高 2,635 2,627 ― 2,627 260 4,351 4,611 △2,131 7,742

当期変動額          

剰余金の配当      △249 △249  △249

当期純利益      3,280 3,280  3,280

自己株式の取得        △2,003 △2,003

譲渡制限付株式報酬   △26 △26    162 136

オープンイノベー

ション促進積立金の

積立

    140 △140 ―  ―

利益剰余金から資本

剰余金への振替
  26 26  △26 △26  ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

         

当期変動額合計 ― ― ― ― 140 2,864 3,004 △1,841 1,163

当期末残高 2,635 2,627 ― 2,627 400 7,216 7,616 △3,973 8,906
 

 

 

評価・換算差額等

純資産合計その他有価

証券評価差

額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 44 44 7,787

当期変動額    

剰余金の配当   △249

当期純利益   3,280

自己株式の取得   △2,003

譲渡制限付株式報酬   136

オープンイノベー

ション促進積立金の

積立

  ―

利益剰余金から資本

剰余金への振替
  ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

396 396 396

当期変動額合計 396 396 1,559

当期末残高 441 441 9,347
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 関係会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

①　市場価格のない株式等以外のもの

　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

②　市場価格のない株式等

　　移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相

当額を純額で取り込む方法によっております。

 
２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

建物附属設備については定額法、工具、器具及び備品については定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物附属設備       ６～18年

工具、器具及び備品 ３～８年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法により償却しております。

なお、主な償却年数は次のとおりであります。

ソフトウエア(自社利用分)　５年

(3) 重要な繰延資産の処理方法

　株式交付費

支出時に全額費用処理しております。

 
３．引当金の計上基準

   貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 
４．収益及び費用の計上基準

当社の収益は、子会社からの配当金及び経営指導料等となります。配当金は効力発生日をもって収益認識をし

ており、経営指導料等については、契約内容に応じたサービスを提供することが履行義務であり、サービスの提

供が実際に行われた時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。
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(重要な会計上の見積り)

財務諸表の作成にあたり、当社経営者は将来に関する見積り及び仮定の設定を行っております。その見積り及び

仮定は過去の実績や決算日時点の合理的と考えられる要因を勘案した経営者による最善の見積りに拠っております

が、それらが有する性質により関連する実際の結果と異なる可能性があります。

会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る財務諸表

に重要な影響を及ぼす可能性のあるものは、次のとおりです。

 
(1) 投資有価証券の評価

 ① 当事業年度の財務諸表に計上した金額

  （百万円）

 前事業年度 当事業年度

投資有価証券 1,043 1,625
 

 
 ② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

投資有価証券の評価において、発行体の財政状態や業績の見通し、又は超過収益力の毀損の有無を基に判断

をしております。市場の変化や予測できない経済及びビジネス上の前提条件の変化によって個々の投資に関す

る状況の変化があった場合には、翌事業年度の財務諸表における投資有価証券の評価において、重要な影響を

与える可能性があります。

 
(2) 関係会社株式の評価

　① 当事業年度の財務諸表に計上した金額

  （百万円）

 前事業年度 当事業年度

関係会社株式 6,667 6,668
 

 
 ② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

市場価格のない関係会社株式については、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したとき

には、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて、減損処理を行うこととしております。実

質価額が著しく低下した株式の回復可能性については、発行会社の財政状態を定期的にモニタリングすること

に加え、発行会社における将来の事業計画の実行可能性を社内で十分に検討したうえで、当該株式の評価を

行っておりますが、将来の不確実な経済条件の変動等により事業計画等の見直しが必要となった場合、翌事業

年度の財務諸表において、関係会社株式の金額に重要な影響を与える可能性があります。

 
(会計方針の変更)

該当事項はありません。

 
(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 

 
前事業年度

(2025年４月30日)
当事業年度

(2026年４月30日)

短期金銭債権 2,856百万円 4,401百万円

短期金銭債務 4,182 2,775
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※２　当社において、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。

事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(2025年４月30日)
当事業年度

(2026年４月30日)

当座貸越極度額 7,925百万円 7,925百万円

借入実行残高 1,150 1,150

差引額 6,775 6,775
 

 

(損益計算書関係)

※１ 関係会社との取引高

 

 
前事業年度

(自 2024年５月１日
至 2025年４月30日)

当事業年度
(自 2025年５月１日
至 2026年４月30日)

営業取引による取引高   

売上高 4,065百万円 5,697百万円

売上原価 ― ―

販売費及び一般管理費 410 459

営業取引以外の取引による取引高   

　営業外収益 14 24

　営業外費用 2 15
 

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 

 
前事業年度

(自　2024年５月１日
　至　2025年４月30日)

当事業年度
(自　2025年５月１日
　至　2026年４月30日)

役員報酬 194百万円 203百万円

給料及び手当 181 292 

支払手数料 153 264 

システム利用料 127 293 

減価償却費 28 32 

広告宣伝費 418 467 

研究開発費 268 139 

貸倒引当金繰入額 △12 △1 
 

 
おおよその割合

販売費 24％ 21％

一般管理費 76  79  
 

 
(表示方法の変更)

前事業年度において主要な費目として表示していなかった「支払手数料」及び「システム利用料」は、金額的

重要性が増したため、当事業年度においては主要な費目として表示しています。この表示方法の変更を反映させ

るため、前事業年度においても主要な費目として表示しています。
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(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格のない株式等のため、子会社株式及び関連会社株式の時価を記載して

おりません。

なお、市場価格のない株式等の子会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。
   

区分
前事業年度
2025年４月30日

当事業年度
2026年４月30日

子会社株式 6,667百万円 6,668百万円

計 6,667百万円 6,668百万円
 

 

(税効果会計関係)

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 

 
前事業年度

(2025年４月30日)
 

当事業年度
(2026年４月30日)

繰延税金資産    
未払費用 10百万円 16百万円

減価償却費 14  13

資産除去債務 2  3

貸倒引当金 2  1

関係会社株式評価損 14  14

投資有価証券評価損 131  132

研究開発費（税務上資産化したもの） 43  59

その他 3  11

繰延税金資産小計 222  251

評価性引当額 △27  △27

繰延税金資産合計 194  223

    
繰延税金負債    
　その他有価証券評価差額金 △20  △203

　オープンイノベーション促進積立金 △81  △127

繰延税金負債小計 △102  △330

繰延税金資産純額 92  △107
 

 

EDINET提出書類

株式会社Ｍａｃｂｅｅ　Ｐｌａｎｅｔ(E35534)

有価証券報告書

107/121



 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

(2025年４月30日)
 

当事業年度
(2026年４月30日)

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％  0.1％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △28.7％  △29.9％

住民税均等割 0.1％  0.0％

税額控除 △0.3％  △0.1％

グループ通算税効果額 △2.1％  △0.0％

その他 △0.2％  0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.4％  1.5％
 

 
３．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱

い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効

果会計の会計処理並びに開示を行っております。

 
(企業結合等関係)

連結財務諸表「連結財務諸表注記 ７.企業結合及び非支配持分の取得」に同一の内容を記載しているため、注記

を省略しております。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「注記事項（重要な会計方針）」に同一の内

容を記載しているので、注記を省略しております。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

建物附属設備 ― ― ― 66 38 10 27

工具、器具及び備品 ― ― ― 67 39 13 27

有形固定資産計 ― ― ― 133 78 24 55

無形固定資産        

ソフトウエア ― ― ― 64 63 8 1

無形固定資産計 ― ― ― 64 63 8 1
 

(注)有形固定資産及び無形固定資産の金額がいずれも資産の総額の１％以下であるため、「当期首残高」、「当期増

加額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。

 
【引当金明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 7 ― 1 5

賞与引当金 ― 9 ― 9
 

 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 
(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 毎年５月１日から翌年４月30日まで

定時株主総会 毎事業年度終了後３か月以内

基準日 毎年４月30日

剰余金の配当の基準日
毎年10月31日
毎年４月30日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

   取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

   株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

   取次所 ―

   買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告としております。
ただし事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることができないときは、
日本経済新聞に掲載しております。
当社の公告掲載URLは次のとおりであります。
https://macbee-planet.com/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。
 

(注)　当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を有しておりません。

①会社法第189条第２項各号に掲げる権利

②会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

③株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度 第10期(自 2024年５月１日 至 2025年４月30日) 2025年７月31日　関東財務局長に提出。

 
(2) 有価証券報告書の訂正報告書

事業年度 第10期(自 2024年５月１日 至 2025年４月30日) 2025年８月１日　関東財務局長に提出。

 
(3) 有価証券報告書の訂正報告書に係る確認書

事業年度 第10期(自 2024年５月１日 至 2025年４月30日) 2025年８月４日　関東財務局長に提出。

 
(4) 内部統制報告書及びその添付書類

2025年７月31日関東財務局長に提出。

 
(5) 半期報告書及び確認書

事業年度 第11期中(自 2025年５月１日 至 2025年10月31日) 2025年12月11日　関東財務局長に提出。

 
(6) 臨時報告書

2025年７月31日　関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づ

く臨時報告書であります。

2025年７月31日　関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告書であります。

2025年９月25日　関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（届出を要しない株券等又は新株予約権証券等

の発行）に基づく臨時報告書であります。

2026年７月７日　関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書でありま

す。

 
(7) 自己株券買付状況報告書

2026年５月15日　関東財務局長に提出。

EDINET提出書類

株式会社Ｍａｃｂｅｅ　Ｐｌａｎｅｔ(E35534)

有価証券報告書

111/121



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

2026年７月27日

株式会社Ｍａｃｂｅｅ　Ｐｌａｎｅｔ

取締役会 御中

 
太陽有限責任監査法人

 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 石　原　鉄　也　  

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 渡　部　興市郎　  
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 岩　﨑　　　悟  
 

 
 
＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社Ｍａｃｂｅｅ　Ｐｌａｎｅｔの2025年５月１日から2026年４月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結持分変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第 312 条により規

定された国際会計基準に準拠して、株式会社Ｍａｃｂｅｅ　Ｐｌａｎｅｔ及び連結子会社の2026年４月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び

連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明

の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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株式会社All Adsののれんの評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は、事業基盤強化及び新たな事業展開を推進する
ためにＭ＆Ａを実施しており、株式会社ネットマーケ
ティング（現株式会社All Ads。以下「株式会社All

Ads」と記載する。）の全株式を取得する等した結果、
当連結会計年度の連結財政状態計算書において、のれん
を3,930百万円計上しており、このうち株式会社All Ads

に対するのれんを1,924百万円計上している。
会社は、のれんについて、毎期又は減損の兆候がある
場合には随時、減損テストを実施している。会社は、の
れんの資金生成単位を、内部管理目的で把握される単位
に基づき決定しており、会社単位としている。減損テス
トにおける資金生成単位の回収可能価額は、使用価値に
基づき測定している。使用価値は、経営者が承認した事
業計画と成長率を基礎とした将来キャッシュ・フローの
見積額を、現在価値に割り引いて算定している。
使用価値の見積りにおける重要な仮定は、事業計画に
おいて利用される過年度の実績に基づくアフィリエイト
広告の既存顧客別の売上予測、新規顧客の受注獲得予測
及び割引率である。
事業計画において利用されるアフィリエイト広告の既
存顧客別の売上予測及び新規顧客の受注獲得予測には不
確実性があり、また、アフィリエイト広告の既存顧客別
の売上予測、新規顧客の受注獲得予測及び割引率には経
営者による主観的な判断を伴う。
そのため、当監査法人は、株式会社All Adsののれん

の評価を監査上の主要な検討事項に該当すると判断し
た。

当監査法人は、株式会社All Adsののれんの評価を検

討するに当たり、主に以下の監査手続を実施した。

 
内部統制の評価
・　のれんの評価に関連する内部統制を理解した。関連
する内部統制には、のれんの評価についての社内の承
認手続を含んでいる。

 
減損の兆候の判定
・　減損の兆候の把握が適切に行われていることを確か
めるため、国際会計基準第36号「資産の減損」第12項
に記載されている資産が減損している可能性を示す兆
候の例示に当てはまる状況等が生じていないかについ
て検討を行った。

 
使用価値の見積りの合理性の評価
・　株式会社All Adsの過年度の事業計画について実績

と比較分析することで、当連結会計年度末における会
計上の見積りへの影響を評価した。

・　当連結会計年度の減損テストを実施するに当たり利
用された事業計画に関して、会社の経営者と協議を行
うことにより、株式会社All Adsの置かれた経営環境

等との整合性を確かめた。
・　アフィリエイト広告の既存顧客別の売上予測に関し
て、主要顧客の広告戦略や過年度の売上実績を踏まえ
た売上予測について株式会社All Adsの取締役に質問

し、その合理性と実行可能性を検討した。
・　アフィリエイト広告の新規顧客の受注獲得予測に関
して、株式会社All Adsの取締役に質問するととも

に、過年度の新規顧客の受注獲得実績を確かめ、また
成果報酬型マーケティング市場の市場環境に関する外
部資料を閲覧し、その合理性と実行可能性を検討し
た。

・　割引率については、インプットパラメータ（リスク
フリーレート、ベータ値、リスクプレミアム）適用の
合理性を確かめ、また計算の正確性について検討し
た。

・　割引後将来キャッシュ・フローの計算の正確性につ
いて検討した。

 

 
 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤

謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及

び運用することが含まれる。
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連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、国際会計基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責

任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどう

かを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手するために、連結財務諸表の監査を計画し実施する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指揮、監督及び査

閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した

事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止

されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社Ｍａｃｂｅｅ Ｐｌ

ａｎｅｔの2026年４月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　当監査法人は、株式会社Ｍａｃｂｅｅ Ｐｌａｎｅｔが2026年４月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準

に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務

諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他

の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して

いる。

 
内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、

内部統制の監査を計画し実施する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別し

た内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(３)【監査の

状況】に記載されている。
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利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以　　上

 

(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

2026年７月27日

株式会社Ｍａｃｂｅｅ　Ｐｌａｎｅｔ

取締役会  御中

 
太陽有限責任監査法人

 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 石　原　鉄　也　  
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 渡　部　興市郎　  
 

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 岩　﨑　　　悟  
 

 
 
＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社Ｍａｃｂｅｅ　Ｐｌａｎｅｔの2025年５月１日から2026年４月30日までの第11期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社Ｍａｃｂｅｅ　Ｐｌａｎｅｔの2026年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か

つ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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株式会社All Ads株式の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は、事業基盤強化及び新たな事業展開を推進する
ためにＭ＆Ａを実施しており2023年３月６日に株式会社
ネットマーケティング(現株式会社All Ads。以下「株式

会社All Ads」と記載する。)の全株式を取得し、当事業

年度末の貸借対照表において、関係会社株式として
6,668百万円計上しており、このうち株式会社All Adsに

ついて3,201百万円計上している。
会社は、事業年度末の株式会社All Ads株式の評価に

おいて、株式会社All Ads株式の実質価額が著しく低下

しているかどうか把握し、実質価額が著しく低下してい
る場合には、将来の事業計画に基づいて、実質価額の回
復可能性の判定を行う。なお、株式会社All Ads株式の

取得時に、同社の将来の事業計画に基づく超過収益力を
反映して純資産額を基礎とした金額に比べて相当高い価
額で取得原価を決定しており、取得先企業の財政状態の
みならず、超過収益力も反映して実質価額の著しい低下
の有無の判定を行っている。また、会社は、直近の経営
環境等を考慮して策定された将来の事業計画を基礎とし
て超過収益力が毀損していないか検証している。
株式会社All Adsの将来の事業計画は、過年度の実績

に基づくアフィリエイト広告の既存顧客別の売上予測及
び新規顧客の受注獲得予測等の影響を受けるが、これら
の重要な仮定には経営環境の変化等の不確実性があり、
また、経営者による主観的な判断の影響を受けることに
なる。
そのため、当監査法人は当該事項を監査上の主要な検
討事項に該当すると判断した。

当監査法人は、株式会社All Ads株式の評価を検討す

るに当たり、主に以下の監査手続を実施した。

 
内部統制の評価
・　関係会社株式の評価に関連する内部統制を理解し
た。関連する内部統制には、実質価額の著しい低下の
有無の判定についての社内の承認手続を含んでいる。

 
実質価額の見積りの合理性の評価
・　株式会社All Adsの過年度の事業計画について実績

と比較分析することで、当事業年度末における会計上
の見積りへの影響を評価した。

・　翌期以降の事業計画に関して、会社の経営者と協議
を行うことにより、株式会社All Adsの置かれた経営

環境等との整合性を確かめた。
・　アフィリエイト広告の既存顧客別の売上予測に関し
て、主要顧客の広告戦略や売上実績を踏まえた売上予
測について株式会社All Adsの取締役に質問し、その

合理性と実行可能性を検討した。
・　アフィリエイト広告の新規顧客の受注獲得予測に関
して、株式会社All Adsの取締役に質問するととも

に、過年度の新規顧客の受注獲得実績を確かめ、また
成果報酬型マーケティング市場の市場環境に関する外
部資料を閲覧し、その合理性と実行可能性を検討し
た。

・　超過収益力を反映した実質価額と取得原価を比較
し、取得原価に対する実質価額の著しい低下の有無の
検討を行った。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項を監

査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されてい

る場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合

理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜報酬関連情報＞

 報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　　上

 
 
(注) １．上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

株式会社Ｍａｃｂｅｅ　Ｐｌａｎｅｔ(E35534)

有価証券報告書

121/121


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況

	第２事業の状況
	１経営方針、経営環境及び対処すべき課題等
	２サステナビリティに関する考え方及び取組
	３事業等のリスク
	４経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	５重要な契約等
	６研究開発活動

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②ライツプランの内容
	③その他の新株予約権等の状況

	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)所有者別状況
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1)株主総会決議による取得の状況
	(2)取締役会決議による取得の状況
	(3)株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4)取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４コーポレート・ガバナンスの状況等
	(1)コーポレート・ガバナンスの概要
	(2)役員の状況
	(3)監査の状況
	(4)役員の報酬等
	(5)株式の保有状況

	５従業員の状況等
	(1)人材戦略に関する基本方針等
	(2)従業員の状況


	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結財政状態計算書
	②連結損益計算書及び連結包括利益計算書
	連結損益計算書
	連結包括利益計算書

	③連結持分変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	連結財務諸表注記

	⑤連結附属明細表
	借入金等明細表


	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	注記事項

	④附属明細表
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

